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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第87期 第88期 第89期 第90期 第91期

決算年月 平成16年3月平成17年3月平成18年3月平成19年3月平成20年3月

(1)連結経営指標等 　      

　営業収益 百万円 216,347  196,210  190,450  192,986  188,254  

　経常利益 百万円 　 7,972  　 9,470  　 12,923  　 16,783  　 18,909  

　当期純損益 百万円 　3,231  　7,737  △ 6,543  6,242  11,365  

　純資産額 百万円 132,107  121,960  121,951  115,987  118,656  

　総資産額 百万円 918,185  885,067  861,039  829,893  806,024  

　１株当たり純資産額 円 　252.60  　233.18  　232.44  　215.78  　223.71  

　１株当たり当期純損益金額 円 　6.21  　14.79  △ 12.49  11.90  21.68  

　潜在株式調整後
　１株当たり当期純利益金額

円 － － － － －

　自己資本比率 ％ 　14.4  　13.8  　14.2  　13.6  　14.5  

　自己資本利益率 ％ 　2.5  　6.1  － 　5.3  　9.9  

　株価収益率 倍 　42.5  　20.5  － 　33.4  　17.9  

　営業活動による
　キャッシュ・フロー

百万円 　37,246  　34,885  　36,541  　29,839  　34,040  

　投資活動による
　キャッシュ・フロー

百万円 △26,911  △25,124  △15,552  △ 8,226  △19,549  

　財務活動による
　キャッシュ・フロー

百万円 △ 7,474  △18,297  △20,394  △24,187  △15,069  

　現金及び現金同等物の
　期末残高

百万円 29,007  20,471  21,065  18,490  17,912  

　従業員数
　［外、平均臨時雇用者数］

人
7,491   7,750   7,515   7,497   7,507   

［2,848］ ［2,255］ ［2,253］ ［2,203］ ［1,841］ 

(2)提出会社の経営指標等  　　 　　 　　 　　 　　

　営業収益 百万円  101,907   100,025   70,567   70,168   77,429  

　経常利益 百万円  6,890   5,988   3,866   13,352   11,243  

　当期純損益 百万円  2,729   5,490   △ 9,942    2,806    7,056  

　資本金 百万円  63,739   63,739   63,739   63,739   63,739  

　発行済株式総数 千株  526,412   526,412   526,412   526,412   526,412  

　純資産額 百万円  142,646   127,564   120,681   107,975   110,471  

　総資産額 百万円  826,859   806,344   642,404   623,282   629,587  

　１株当たり純資産額 円  271.50    242.96    229.98    205.88    210.75   

　１株当たり配当額
 (うち１株当たり中間配当額)

円
 3.00  
 (0.00)  

 4.00  
 (0.00)  

 3.00  
 (0.00)  

 4.00  
 (0.00)  

 5.00  
 (0.00)  

　１株当たり当期純損益金額 円  5.19   10.45   △ 18.94    5.35    13.46  

　潜在株式調整後
　１株当たり当期純利益金額

円  －  － － － －

　自己資本比率 ％  17.3   15.8   18.8   17.3   17.5  

　自己資本利益率 ％  1.95   4.06  －  2.45   6.46  

　株価収益率 倍  50.9   29.0  －  74.2   28.8  

　配当性向 ％  57.8   38.3  －  74.8   37.1  

　従業員数
　［外、平均臨時雇用者数］

人
2,905  2,821  2,663  2,652  2,701  

［－］ ［－］ ［－］ ［－］ ［－］
(注)1.営業収益には、消費税等は含まれておりません。

2.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。

3.第89期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上したため、記載しておりません。

4.第89期の連結及び提出会社の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものであり
ます。

5.純資産額の算定にあたり、第90期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
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２【沿革】
　明治17年６月資本金25万円をもって設立された大阪堺間鉄道が、同年11月に社名を阪堺鉄道とし、明治18年12月に難
波～大和川間において運輸営業を開始したのが、当社の創業であります。
　明治31年10月に阪堺鉄道の事業を譲り受けた南海鉄道は、明治36年３月難波～和歌山市間を開通いたしました。続い
て、大正11年９月高野大師鉄道と大阪高野鉄道を合併し、大正14年７月汐見橋～高野下間を開通いたしました。
　一方、高野下から高野山までの鉄道敷設を目的として、大正14年３月に高野山電気鉄道が設立されましたが、これが
当社の設立であります。同社は、昭和５年６月に高野下～高野山間を開通し、当社の今日の幹線が出来あがりました。
　昭和19年６月、南海鉄道は企業統合政策によって関西急行鉄道と合併し近畿日本鉄道となりましたが、戦後分離する
こととなり、昭和22年３月高野山電気鉄道が社名を南海電気鉄道と改め、同年６月近畿日本鉄道から旧南海鉄道に属
した鉄軌道事業を譲り受ける形で新発足いたしました。
　その後の当社の主な変遷及び企業集団に係る重要な事項は次のとおりであります。
　
昭和23年12月 南海乗合自動車株式会社を合併し、自動車事業が新発足
昭和24年５月 大阪、名古屋各証券取引所に株式を上場
昭和25年10月 南海航空観光株式会社を設立（昭和48年７月　株式会社南海交通社と合併し、株式会社南海国

際旅行（現・連結子会社）に商号変更）
昭和27年５月 大阪競艇施設株式会社を設立（昭和43年５月　住之江興業株式会社（現・連結子会社）に商号

変更）
昭和32年４月 みさき公園開園
昭和32年10月 南海自動車興業株式会社を設立（昭和56年７月　南海車両工業株式会社（現・連結子会社）に

商号変更）
昭和43年６月 初の大規模住宅開発である南海狭山ニュータウン分譲開始
昭和44年８月 南海親和商事株式会社を設立（昭和57年１月　南海商事株式会社（現・連結子会社）に商号変

更）
昭和46年４月 泉北高速鉄道と高野線との相互直通運転開始
昭和50年８月 南海フェリー株式会社（現・連結子会社）を設立
昭和50年12月 和歌山バス株式会社（現・連結子会社）を設立
昭和51年４月 和歌山県下の乗合自動車事業の一部を和歌山バス株式会社に譲渡
昭和53年４月 南海ビルサービス株式会社（現・連結子会社）を設立
昭和55年３月 なんばＣＩＴＹ全館営業開始
昭和55年６月 南海線玉出駅・大和川北岸間（大阪市内）連続立体交差化工事完成
昭和55年７月 阪堺電気軌道株式会社（現・連結子会社）を設立
昭和55年11月 難波駅改造整備建設工事完成
昭和55年12月 軌道事業（阪堺線・上町線）を阪堺電気軌道株式会社に譲渡
昭和60年５月 南海線大和川南岸・石津川北岸間（堺市内）連続立体交差化工事完成
昭和62年４月 株式会社南海ホームを設立（平成13年２月　株式会社南海東京ビルディング及び南海不動産株

式会社と合併し、南海不動産株式会社（現・連結子会社）に商号変更）
平成２年３月 南海サウスタワーホテル大阪（現・スイスホテル南海大阪）完成
平成３年４月 関西空港交通株式会社（現・連結子会社）を設立
平成６年６月 空港線の営業を開始
平成７年８月 高野線河内長野駅・橋本駅間複線化工事完成
平成８年３月 南海線和泉大宮駅・蛸地蔵駅間（岸和田市内）連続立体交差化工事完成
平成10年10月 大阪スタヂアム興業株式会社と合併
平成12年３月 南海線萩ノ茶屋駅・玉出駅間（大阪市内）連続立体交差化工事完成
平成12年９月 南海線貝塚駅・二色浜駅間単独立体交差化工事完成
平成13年５月 南海バス株式会社（現・連結子会社）を設立
平成13年10月 自動車事業を南海バス株式会社へ譲渡
平成13年12月 南海辰村建設株式会社の第三者割当増資引受けにより同社を連結子会社に追加
平成15年９月 南海サウスタワーホテル大阪の営業をスイスホテル大阪南海株式会社に承継
平成16年５月 南海都市創造株式会社（現・連結子会社）を設立
平成17年４月 難波地区の流通・不動産賃貸事業等の営業を南海都市創造株式会社に吸収分割
平成19年３月 空港線高架化工事完成
平成19年４月 なんばパークス全館営業開始
平成20年３月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

３【事業の内容】
　当社の企業グループは、当社、子会社58社及び関連会社６社で構成され、その営んでいる主要な事業内容は、
次のとおりであります。
　
（１）運輸業（27社）

事業の内容 会社名

鉄道事業 　当社
軌道事業 　阪堺電気軌道株式会社※1
バス事業 　南海バス株式会社※1 　和歌山バス株式会社※1 　関西空港交通株式会社※1
　　 　熊野交通株式会社※1 　徳島バス株式会社※2 
海運業 　南海フェリー株式会社※1
貨物運送業 　サザントランスポートサービス株式会社※1　　株式会社南海エクスプレス※1
車両整備業 　南海車両工業株式会社※1（Ｂ）

　 　その他16社
　　
（２）不動産業（６社）

事業の内容 会社名
不動産賃貸業   当社　南海都市創造株式会社※1（Ｃ）
不動産販売業 　当社　南海不動産株式会社※1（Ｂ）
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　 　その他３社
　
（３）流通業（７社）

事業の内容 会社名

ショッピングセンターの経営 　当社　南海都市創造株式会社※1（Ａ）　
物品販売業 　南海商事株式会社※1
建築材料卸売業 　南海砂利株式会社※1

　 　その他３社
　
（４）レジャー・サービス業（19社）

事業の内容 会社名

遊園事業 　当社
旅行業 　株式会社南海国際旅行※1

ホテル・旅館業 　株式会社中の島※1
競艇施設賃貸業 　当社　住之江興業株式会社※1（Ａ）

ビル管理メンテナンス業 　南海ビルサービス株式会社※1（Ｂ）
　 　その他14社

　
（５）建設業（４社）

事業の内容 会社名
建設業 　南海辰村建設株式会社※1 　株式会社日電商会※1
　 　その他２社

　
（６）その他の事業（７社）

事業の内容 会社名
印刷業   南海印刷株式会社※1

損害保険代理業
広告代理業

  南海保険サービス株式会社※1
  株式会社アド南海※１

　   その他４社
(注)1.※1 　連結子会社
　　2.※2 　持分法適用関連会社
　　3.上記部門の会社数には当社及び南海都市創造株式会社が重複して含まれております。
　　4.当社は（Ａ）の会社に対し施設の賃貸を行っております。
　　5.当社は（Ｂ）の会社に対し業務の委託を行っております。
　　6.当社は（Ｃ）の会社から施設を賃借しております。

４【関係会社の状況】
（１）連結子会社
　

会社名 住所 資本金
主要な事業 議決権の 関係内容
の内容 所有割合 役員の兼務等 事業上の関係

　 　 (百万円) 　 (％) 人　

阪堺電気軌道
株式会社

大阪市住吉区     90 軌道事業 100.0
兼任　１
出向　２
転籍　１

地域旅客運輸の相互補完
資金の貸付

南海バス
株式会社

堺市堺区    100バス事業 100.0
兼任　２
　
転籍　４

地域旅客運輸の相互補完

和歌山バス
株式会社

和歌山県和歌山市    100バス事業 100.0出向　４
転籍　１

地域旅客運輸の相互補完
資金の貸付 

南海りんかんバス
株式会社

和歌山県橋本市    100バス事業 100.0
 
出向　１
転籍　１ 

地域旅客運輸の相互補完 

御坊南海バス
株式会社

和歌山県御坊市     50 バス事業 100.0
 
出向　２
　 

債務の保証
資金の貸付 

熊野交通株式会社 和歌山県新宮市     90 バス事業  95.0
兼任　１
出向　３
　 

資金の貸付

関西空港交通
株式会社
※1

大阪府泉佐野市     96 バス事業  41.0
兼任　２
出向　２
　

地域旅客運輸の相互補完
債務の保証
資金の貸付

南海フェリー
株式会社

和歌山県和歌山市    100 海運業 100.0出向　１
転籍　２

地域旅客運輸の相互補完
資金の貸付

サザントランス
ポートサービス
株式会社

堺市堺区     40貨物運送業 100.0出向　３
転籍　１

商品・資材等の運送委託
資金の貸付

南海車両工業
株式会社

大阪府河内長野市     80車両整備業 100.0出向　５
転籍　１　

車両整備の委託
債務の保証
資金の貸付
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南海都市創造
株式会社
※2※4

大阪市中央区    100

不動産賃貸業・
ショッピング
センター
の経営

100.0
兼任　５
出向　５
転籍　２

不動産施設の賃借
債務の保証
資金の貸付

南海不動産
株式会社

大阪市浪速区    100不動産販売業 100.0出向　８
転籍　１

当社不動産の販売及び管理
等の委託、建築工事の発注

債務の保証
資金の貸付

南海商事株式会社 大阪市浪速区     70物品販売業 100.0
兼任　３
出向　４
転籍　１

店舗敷地及び建物の賃貸

南海砂利株式会社 和歌山県橋本市     40
建築材料
卸売業

100.0
兼任　１
出向　５
　

砕石の購入
資金の貸付

株式会社
南海国際旅行

大阪市浪速区    100 旅行業  99.4
兼任　１
出向　６
　

乗車券代行販売
債務の保証

株式会社中の島
和歌山県東牟婁郡
那智勝浦町    100

ホテル・
旅館業

100.0
　
出向　１　
　

資金の貸付

会社名 住所 資本金
主要な事業 議決権の 関係内容
の内容 所有割合 役員の兼務等 事業上の関係

　 　 (百万円) 　 (％) 人　

南海ビルサービス
株式会社

大阪市浪速区    100
ビル管理
メンテナンス

業
100.0

兼任　２
出向　８
転籍　１

当社建物のメンテナンス
及び駅務機器の保守等の

委託

株式会社
大阪スタヂアム
サービス

大阪市浪速区     20
ビル管理
メンテナンス

業
100.0出向　３

転籍　２
不動産の管理委託

住之江興業
株式会社

大阪市住之江区    400
競艇施設
賃貸業

 88.3
兼任　１
出向　１ 
転籍　２

用地施設の賃貸

南海橋本観光開発
株式会社

和歌山県橋本市    100
ゴルフ場
の経営

100.0
　
出向　２
転籍　４

資金の貸付

株式会社
南海大阪
ゴルフクラブ

大阪市中央区     50
ゴルフ場
の経営

100.0
兼任　１
　　
転籍　２

用地施設の賃貸
資金の貸付

株式会社
グリーフサポート

大阪市中央区     35 葬祭事業 100.0出向　１
  

建物及び敷地の賃貸
資金の貸付

南海辰村建設
株式会社
※2※3※4

大阪市浪速区  7,864建設業
 63.3
(  5.5)

兼任　２
出向　３
転籍　２

建築工事の発注
債務の保証

株式会社日電商会 大阪市西成区     10 建設業 100.0出向　２
転籍　１

電気通信工事の発注
ＯＡ機器の賃借

南海印刷株式会社 大阪市浪速区     16 印刷業 100.0
兼任　１
出向　２
　

乗車券類の代行印刷

南海保険サービス
株式会社

大阪市中央区     50
損害保険
代理業

100.0
　
出向　２
  

－

株式会社アド南海 大阪市浪速区     30広告代理業 100.0
兼任　１
出向　２
転籍　１ 

広告媒体の販売委託

南海マネジメント
サービス株式会社

大阪市中央区     40
経理・情報
処理業務
代行業

100.0
兼任　１
出向　５
転籍　１

情報処理業務の委託

　
その他21社

　
　 　 　 　 　 　

　
　（２）持分法適用関連会社
　

会社名 住所 資本金
主要な事業 議決権の 関係内容
の内容 所有割合 役員の兼務等 事業上の関係

　 　 (百万円) 　 (％) 人　

徳島バス株式会社 徳島県徳島市    144バス事業 35.8
兼任　２
出向　２
転籍　１

地域旅客運輸の相互補完
債務の保証
資金の貸付

その他４社 　 　 　 　 　 　
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（注）1.「議決権の所有割合」欄の下段（内書）は間接所有割合であります。
　　　2.※1   持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。
　　　3.※2　 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10を超えてお
              ります。主要な損益情報等については以下のとおりであります。なお、南海辰村建設株式会社につ
　　　　　　　いては、有価証券報告書提出会社であるため記載を省略しております。

会社名
主要な損益情報等

営業収益
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純利益
（百万円）

純資産額
（百万円）

総資産額
（百万円）

 

南海都市創造株式会社 29,641  6,488  3,720  35,091  232,048  

　　　4.※3 　有価証券報告書を提出している会社であります。

　　  5.※4 　特定子会社であります。

５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況
（平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

　運輸業 　　　　　　　　　　4,823［    583]

　不動産業 184［     11］

　流通業 286［    541］

　レジャー・サービス業  1,385［    685］

　建設業  482［      1］

　その他の事業  119［      9］

　全社（共通）  228［　　 11］

計 7,507［  1,841］

　　（注）1.就業人員数を記載しております。
　　　　　2.臨時従業員数は［　］内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。
　
(2)提出会社の状況

（平成20年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

2,701 40.8  21.4 5,812,334 

　　（注）1.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
　　　　　2.就業人員数を記載しております。
　　　　　3.臨時従業員は含んでおりません。
　　

(3)労働組合の状況
　　 当社においては、南海電気鉄道労働組合（組合員数約2,700名）が組織されており、日本私鉄労働組合総連合
   会に加盟しております。
     なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
１【業績等の概要】
　(1)業績
  
　当連結会計年度のわが国経済は、企業収益や設備投資が堅調さを維持したものの、原油
・原材料価格の高騰や、サブプライムローン問題に端を発した米国経済の減速と株式・
為替市場の変動等の影響により、期の後半には、景気の先行きに不透明感が増してまい
りました。
　このような経済情勢の下におきまして、当社グループでは、最終年度を迎えた３か年経
営計画「進化１２３計画」に掲げる所期の目標を達成するため、各種施策への取組みを
進めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度におきましては、建築基準法改正による影響を受けた建設業
で厳しい状況となりましたものの、昨年４月のなんばパークス全館グランドオープンや
８月の関西国際空港第２滑走路供用開始による効果に加え、不動産販売業でのマンショ
ン事業用地の譲渡もあり、営業収益は前連結会計年度に比べ47億31百万円（2.5%）減少
の1,882億54百万円、営業利益は前連結会計年度に比べ22億98百万円（8.7%）増加の288
億73百万円、経常利益は前連結会計年度に比べ21億26百万円（12.7%）増加の189億９百
万円となり、「進化１２３計画」の目標を大きく上回ることができました。
　一方、当連結会計年度におきまして、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を早期適用
したことに伴い、保有する販売用不動産について、収益性の低下に基づく簿価切下げ額
を特別損失として計上いたしました。
　以上の結果、当期純利益は前連結会計年度に比べ51億23百万円（82.1%）増加の113億
65百万円となりました。
　
　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
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①運輸業
　鉄道事業におきましては、営業面では、ＰｉＴａＰａカードにＩＣ定期券の機能を付
加した「ＰｉＴａＰａ定期サービス」を昨年４月１日から開始し、利便性の向上をは
かりましたほか、８月11日に南海線、同25日に高野線において、それぞれ通勤・通学の
お客さまからのご要望を反映したダイヤ変更を実施いたしました。また、関西国際空
港への旅客誘致を目的として、企画乗車券の発売や「関空アクセス割引キャンペー
ン」等の各種キャンペーンを実施するとともに、世界遺産・高野山の魅力をＰＲする
ため、９月11日から同16日まで、東京・青山において、写経・精進料理等が楽しめる
「高野山カフェ」を金剛峯寺と共同で開設したほか、観光情報サイト「南海高野ほっ
と・ねっと」を公開するなど、多様な需要喚起策を講じました。施設面では、南海線に
おいて、
８０００系新造車両８両を投入したほか、南海本線住吉大社駅のバリアフリー化整備
が完成いたしました。また、難波駅の改良工事や鋼索線高野山駅及び極楽橋駅のバリ
アフリー化整備に着手するなど、運転保安度向上と旅客サービス改善のための諸工事
を進めました。
　以上のような諸施策もあり、乗車人員は前連結会計年度に比べ0.8%増加の２億33百
万人となり、平成６年度以
来13年ぶりに増加に転じました。
　バス事業におきましては、昨年４月１日から、大阪市営バス井高野営業所の管理を受
託したほか、リムジンバス路線において、関西国際空港と岡山駅前を結ぶ新路線を開
設いたしました。また、堺浜地区に進出が決定した先端技術工場関連の建設事務所へ
の輸送のほか、関西国際空港島内における旅客搭乗用リフト車の運用業務を受託する
など、各種の増収策を講じました。
　海運業におきましては、原油価格高騰による厳しい環境下にありましたが、運航計画
見直しによる減船を実施するなど、引き続き運航コストの削減に努める一方、各種企
画乗船券の発売等の営業活動を積極的に推進いたしました。
　貨物運送業におきましては、輸送時間短縮等によるサービスの品質向上をはかると
ともに、温度管理輸送や物流管理業（ロジスティクス事業）に注力するなど、顧客満
足の向上に努めました。
　この結果、運輸業の営業収益は前連結会計年度に比べ８億84百万円（1.0%）増加の
860億10百万円となり、営業利益は前連結会計年度に比べ２億92百万円（2.0%）減少
の140億４百万円となりました。
　なお、堺市が進める東西鉄軌道（ＬＲＴ）事業（堺駅・堺東駅間）の経営予定者と
して、当社及び阪堺電気軌道株式会社が選定されました。 
　
提出会社の運輸成績

　 　 当連結会計年度

区　　　　　分 単位 （Ｈ19.4～Ｈ20.3）対前年度増減率％

営　業　日　数 日 366   0.3  

営　業　キ　ロ キ　ロ 154.8 0.0  

客　車　走　行　キ　ロ 千キロ 92,632   　0.2  

旅 定　期　外 千　人 90,330   1.2  

客 定　　　期 千　人 143,275   0.6  

人
計 千　人 233,605   0.8  

員

　 旅 定　期　外 百万円 31,127   1.2  

運 客 定　　　期 百万円 24,005   0.5  

輸 収
計 百万円 55,132   0.9  

収 入

入 荷　物　運　賃 百万円 －   0.0  

　 合　　　　　計 百万円 55,132   0.9  

運　輸　雑　収 百万円 3,860   11.6  

収　入　合　計 百万円 58,992   1.5  
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乗　車　効　率 ％ 33.3 －   

（注）乗車効率の算出は　延人キロ／（客車走行キロ×平均定
員）によります。
 
　営業成績

業種
当連結会計年度
（Ｈ19.4～Ｈ20.3）

営業収益 対前年度増減率

　 百万円 ％
鉄　道　事　業 58,992  1.5  

軌　道　事　業 1,429  △0.9  

バ　ス　事　業 21,219  9.3  

海　　運　　業 2,472  △25.3  

 貨　物　運　送　業 3,649  △1.0  

 車　両　整　備　業 4,108  6.4  

 消　　去 5,861  －  

 営　業　収　益　計 86,010  1.0  

 
②不動産業
　不動産賃貸業におきましては、パークスタワーをはじめ各物件において、稼働率の維
持向上による収益の拡大に努めました。また、難波駅や髙島屋大阪店が入居する南海
ビルを中心とする南海ターミナルビルの再生計画の一環として、昨年８月、南海ビル
外壁等の改修工事に着手いたしました。
　不動産販売業におきましては、南海さやまハーモニータウン、南海くまとり・つばさ
が丘、南海林間田園都市・彩の台等で宅地及び戸建住宅の分譲を進める一方、南海橋
本林間田園都市・小峰台で業務施設用地の譲渡を推進いたしました。なお、南海さや
まハーモニータウンは、当連結会計年度において宅地分譲を完了いたしました。また、
高野線堺東車庫跡地において、マンション開発事業を共同で推進するため、同跡地の
持分95%を譲渡するとともに、大阪市難波土地区画整理事業区域内及び高野線白鷺駅
前のほか、東京都世田谷区内において、マンション共同開発事業に参画いたしました。
このほか、昨年９月８日、泉北ニュータウン内に南大阪最大級規模となる体感型
ショールーム「南海リフォームプラザ」をオープンし、住宅リフォーム事業の積極的
な展開をはかりました。
　この結果、不動産業の営業収益は前連結会計年度に比べ64億81百万円（25.8%）増加
の315億60百万円となり、営業利益は前連結会計年度に比べ21億81百万円（25.0%）増
加の109億２百万円となりました。 
　営業成績

業種
当連結会計年度
（Ｈ19.4～Ｈ20.3）

営業収益 対前年度増減率

　 百万円 ％
不　動　産　賃　貸　業 19,784  0.5  

不　動　産　販　売　業 12,340  113.4  

 消　　去 564  －  

 営　業　収　益　計 31,560  25.8  
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③流通業
　ショッピングセンターの経営におきましては、昨年４月19日に全館グランドオープ
ンしたなんばパークスの営 業が順調に推移いたしました。また、なんばＣＩＴＹにお
いて、６月27日、南館に新飲食ゾーン「なんばこめじ るし」をオープンし、新たな賑
わいを創出するとともに、８月には、ロケット広場の改修工事に着手いたしました。こ
のほか、沿線の商業施設においては、ショップ南海住吉のリニューアル工事を推進す
るとともに、南海本線岸和田駅高架下商業施設の建設工事と開業準備を進めました。
　物品販売業におきましては、コンビニエンスストア「アンスリー」において、公共料
金収納代行サービスを開始し、お客さまの利便性向上に努めるほか、従来型の駅売店
からウォークイン形式の新型売店「ナスコプリュス」への業態変更を進めるなど、既
存店舗のリニューアルを順次実施いたしました。
　この結果、流通業の営業収益は、建築材料卸売業の減収等もあり、前連結会計年度に
比べ12億38百万円（4.7%）減少の253億74百万円となりましたが、営業利益は前連結
会計年度に比べ９億５百万円（60.8%）増加の23億93百万円となりました。 
　営業成績

業種
当連結会計年度
（Ｈ19.4～Ｈ20.3）

営業収益 対前年度増減率

　 百万円 ％
ショッピングセンターの経

営
12,995  24.1  

物　品　販　売　業 12,880  △12.5  

建　築　材　料　卸　売　業 1,338  △60.0  

 消　　去 1,839  －  

 営　業　収　益　計 25,374  △4.7  

  
④レジャー・サービス業
　遊園事業におきましては、みさき公園の開園50周年を記念して、各種イベントを実施
するとともに、ファミリ ー層を中心に、時季に適した催物や体験型のイベントを実施
し、お客さまの誘致に努めました。一方、新イルカ館の建設を柱とする園内整備工事の
ため、昨年11月26日から営業を一時休止しておりましたが、観覧車等の一部で工事が
完了し、本年３月１日、リニューアルオープンいたしました。
　旅行業におきましては、募集型企画旅行で商品ラインアップを充実し、東京発・福岡
発商品の販売促進をはかるとともに、訪問営業では、お客さまのご要望に積極的に応
える提案型営業（ソリューション営業）に努めました。
　ホテル・旅館業におきましては、ホテル中の島において、客室の改装やレストランの
新設により、競合他館との差別化をはかった結果、宿泊者数が増加いたしました。
　競艇施設賃貸業におきましては、昨年３月に運営を受託した場外舟券発売場「ボー
トピア梅田」の営業が堅調に推移いたしました。また、住之江競艇場において、広場改
修工事等の環境改善に取り組むなど、来場者の誘致に努めました。
　ビル管理メンテナンス業におきましては、指定管理者制度による新規管理物件獲得
のほか、東京地区における受注拡大をめざし、積極的な営業活動を推進いたしました。
　その他といたしましては、葬祭事業の第２号店舗として、昨年５月12日、河内長野市
内に「ティア千代田」を開設いたしました。また、当社全額出資により株式会社南海
大阪ゴルフクラブを設立し、同社において大阪府泉南郡岬町の「大阪ゴルフクラブ」
の事業を譲り受け、６月１日から経営を開始いたしました。
　この結果、レジャー・サービス業の営業収益は前連結会計年度に比べ17億68百万円
（6.3%）増加の298億26百万円となり、営業利益は前連結会計年度に比べ１億50百万
円（12.8%）増加の13億28百万円となりました。 
　営業成績

業種
当連結会計年度
（Ｈ19.4～Ｈ20.3）

営業収益 対前年度増減率

　 百万円 ％
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遊　園　事　業 941  △8.8  

旅　　行　　業 1,928  0.2  

ホテル・旅館業 1,754  △27.6  

競艇施設賃貸業 6,540  31.0  

飲　　食　　業 2,489  △5.4  

 ビル管理メンテナンス業 14,468  5.8  

 そ　　の　　他 3,828  10.0  

 消　　去 2,126  －  

 営　業　収　益　計 29,826  6.3  

  
⑤建設業
　建設業におきましては、建築基準法改正に伴う建築確認の審査厳格化により、大型建
設工事の着工が遅れたことに加え、建設資材価格や労務費の高騰等が響き、営業収益
は前連結会計年度に比べ151億55百万円（30.5%）減少の345億25百万円となり、営業
利益は前連結会計年度より７億64百万円減少し、営業損失45百万円を計上することと
なりました。 
　営業成績

業種
当連結会計年度
（Ｈ19.4～Ｈ20.3）

営業収益 対前年度増減率

　 百万円 ％
建　　設　　業 34,570  △30.5  

 消　　去 45  －  

 営　業　収　益　計 34,525  △30.5  
　 

⑥その他の事業
  その他の事業につきましては、営業収益は前連結会計年度に比べ３億58百万円
（8.2%）減少の40億34百万円となり、営業利益は前連結会計年度に比べ25百万円
（7.6%）減少の３億12百万円となりました。 
　営業成績

業種
当連結会計年度
（Ｈ19.4～Ｈ20.3）

営業収益 対前年度増減率

　 百万円 ％
印　　刷　　業 893  0.7  

広　告　代　理　業 1,680  △3.5  

そ　　の　　他 1,476  △17.1  

 消　　去 15  －  

 営　業　収　益　計 4,034  △8.2  
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(2)キャッシュ・フロー
　　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が増加したことや売
上債権の回収が進んだこと等により、前連結会計年度に比べ42億円増加し、340億40百万
円の流入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入が前連結会計
年度を大幅に下回ったこと等により、前連結会計年度に比べ113億22百万円支出が増加
し、195億49百万円の流出となりました。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入により328億40百万円、社債発行によ
り198億95百万円の調達を
行いましたが、長期借入金の返済を471億83百万円、社債償還を210億40百万円行ったこ
と等により、前連結会計年度に比べ91億18百万円支出が減少し、150億69百万円の流出と
なりました。
　
　以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は前連結会計年度末に比べ
５億78百万円減少し、179
億12百万円となりました。

２【生産、受注及び販売の状況】 
　当社グループ（当社及び連結子会社）の受注及び販売品目につきましては多種多様で
あり、事業の種類別セグメントごとに金額及び数量で示すことはしておりません。
　このため生産、受注及び販売の状況につきましては、「１．業績等の概要」における各
事業の種類別セグメント業績に関連付けて示しております。 
  
３【対処すべき課題】

(1)対処すべき課題
　原油・原材料価格の高騰に伴う物価上昇の影響により、消費購買意欲が減退するなど、
景気の減速感は増しつつあり、当社グループにとりましては、依然として厳しい経営環
境が続くものと予想されます。
　このような状況の下、当社グループでは、創業126年目を迎える３年後に向け「堅実で
着実な成長・進化を果たす」という決意を込めて、平成20年度を初年度とする新３か年
経営計画「堅進１２６計画」を策定いたしました。この計画におきましては、コンプラ
イアンス経営はもちろんのこと、近年企業に強く求められております社会的責任を果た
しつつ、沿線価値の向上と事業基盤の拡充を着実に進めていくために、次の５つの基本
方針を定め、「攻勢」と「守り」の両面からさまざまな施策に取り組んでまいります。

①　「環境保全」のための取組み強化

　　環境に優しい鉄道・バスの利用をより一層促進するとともに、すべての事業活動にお
きまして、環境保全、環
　境負荷の軽減を重視した経営に取り組んでまいります。特に、省エネ型鉄道車両の導入
や沿線での緑化活動等を
　通じ、今後３年間でＣＯ２排出量を３％削減することを目標といたします。

 
  

EDINET提出書類

南海電気鉄道株式会社(E04106)

有価証券報告書

12/96



②　提供するサービスの品質向上
　　すべての事業活動の基本が「安全・安心」であることを強く自覚し、お客さまの信頼
をより確固たるものとす
　るために、鉄道事業におきまして、新型自動列車停止装置（ＡＴＳ）の整備や運転記録
装置の設置等を進めるな
　ど、運輸業を中心に「安全・安心」を第一とした商品・サービスの提供に取り組んで
まいります。また、グルー
　プをあげて、社員一人ひとりのサービスマインドとサービススキルを高め、お客さま満
足度の向上をはかってま
　いります。
 
③　難波エリアのさらなる価値向上

　　難波エリアを当社グループの最重要拠点として位置付け、難波駅と周辺施設の回遊性
を高めるとともに、なん
　ばＣＩＴＹのリニューアル計画や「ホテル南海なんば」跡地でのサービスアパートメ
ント計画を推進するなど、
　なにわ文化発信機能や大阪のゲートウェイ機能といった多彩な都市機能が集積する街
づくりに取り組んでまいり
　ます。

 
  

④　有望事業の成長加速

　　ビル管理メンテナンス事業及びリフォーム事業を強化・拡充するとともに、公営交通
及び公営施設に係る運営
　受託を推進するなど、成長が期待できる事業分野へ積極的に進出し、新たな収益源の育
成に努めてまいります。
 
⑤　沿線活性化の推進

　　堺浜地区における先端技術工場進出に対応し、輸送体制の整備と関連事業の推進に努
めるほか、世界遺産・高
　野山への観光開発の一環として、「こうや花鉄道」事業を推進するなど、沿線地域の特
性に応じた活性化策を講
　じてまいります。また、自治体や各種団体等と積極的に協働し、観光・文化・スポーツ
振興に努めることによ
　り、居住地、働き・学ぶ地、余暇を楽しむ地として支持される魅力ある沿線づくりを進
めてまいります。

  
　これらの基本方針に基づき、グループ一丸となって、沿線価値の向上と事業基盤の拡充
に取り組んでまいりますとともに、コーポレート・ガバナンスの充実やリスク管理マネ
ジメントの強化、さらにはＣＳＲ経営の推進に注力し、より信頼される企業ブランドの
構築と企業価値の向上をめざしてまいる所存であります。 
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(2)目標とする経営指標
　当社グループは、連結経常利益と連結有利子負債残高／ＥＢＩＴＤＡ倍率を重要な経
営指標として位置付けており、「堅進１２６計画」を確実に実行することにより、最終
年度に当たる平成22年度には、次の数値目標を達成することを目標としております。
　

経営指標 平成22年度数値目標
連結経常利益 170億円以上

連結有利子負債残高／ＥＢＩＴ
ＤＡ倍率 10倍未満

 
(3)会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
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①　基本方針

　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び
事業の内容や当社の企業
　価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の利益を継
続的かつ持続的に確保、向
　上していくことを可能とする者である必要があると考えております。

　　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株
主全体の意思に基づいて
　行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当
社の企業価値ひいては
　株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の
利益に対する明白な侵害
　をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取
締役会や株主が株式の大
　量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するため
の十分な時間や情報を提供
　しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買
収者との協議・交渉を必要
　とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありま
せん。

　　特に、当社が企業価値を確保・向上させるためには、沿線住民を核とする顧客及び地
域社会との良好な信頼関
　係を維持・強化していくことが必要であり、また、鉄道事業者としての最大の使命であ
る安全輸送を確保するこ
　とが何よりも重要であります。当社株式の大量買付を行う者が、当社グループの財務及
び事業の内容を理解する
　のはもちろんのこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解したうえで、これらを中長
期的に確保し、向上させ
　られるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることにな
ります。

　　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者
は、当社の財務及び事業の
　方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対して
は、必要かつ相当な対抗措
　置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要がある
と考えます。
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②　基本方針実現のための取組み

　ア、基本方針の実現に資する特別な取組み

　　　当社では、平成20年３月28日開催の取締役会において、平成20年度から22年度までの
３か年を対象期間とす
　　る新３か年経営計画「堅進１２６計画」を策定し、本計画に定める目標の完遂に向
け、グループをあげて各施
　　策への取組みを進めることを通じて、さらなる企業価値向上に努めております。なお、
本計画の概要につきま
　　しては、上記「(1)　対処すべき課題」及び「(2)　目標とする経営指標」をご参照下さ
い。

 
　イ、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配
されることを防止するため
　　　の取組み

　　　当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定
が支配されることを防止
　　するための取組みとして、平成20年６月27日開催の第91期定時株主総会において、当
社株式の大量買付行為に
　　関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の内容を改定したう
え、更新することについ
　　てご承認をいただいております。改定の要旨及び本プランの内容は、次のとおりであ
ります。
 
　（改定の要旨）

　　(ｱ) 対抗措置の発動手続

　　　　対抗措置の内容である新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断に
ついては、原則とし
　　　て、株主総会を招集し、株主の皆さまの意思を確認することといたしました。

　 
　　(ｲ) 対抗措置の発動要件

　　　　当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれが
ある場合等、対抗措置発
　　　動のための要件を、より具体的かつ客観的に定めました。

 　
　（本プランの内容） 
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　　(ｱ) 目的

　　　　本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合に、株主の皆さまが適切な判断を
するために必要・十分
　　　な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保すること等を通じ
て、当社の企業価値・株
　　　主共同の利益に反する買収を抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向
上させることを目的と
　　　しております。 

　　(ｲ) 手続の設定

　　　　本プランは、(ⅰ)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が
20%以上となる買付そ
　　　の他の取得、又は（ⅱ）当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の
株券等所有割合及びそ
　　　の特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付けに該当する行為
もしくはこれに類似する
　　　行為又はこれらの提案（以下「買付等」といいます。）がなされる場合を適用対象
とし、こうした場合に、
　　　上記(ｱ)の目的を実現するために必要な手続を、以下のとおり定めております。
　　　　当社株券等について買付等が行われる場合、当該買付等を行おうとする者（以下
「買付者等」といいま
　　　す。）には、買付内容等の検討に必要な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨
の誓約文言等を記載し
　　　た書面を提出していただきます。その後、当社取締役会は、外部専門家からの助言又
は意見を得たうえで、
　　　買付等の内容等の検討、買付者の提示する経営計画・事業計画等の検討、代替案の検
討、買付者等との協
　　　議・交渉を行い、買付者等の買付等の内容に対する意見をとりまとめ、株主の皆さま
に対して提示いたしま
　　　す。
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　　(ｳ) 新株予約権の無償割当てによる本プランの発動

　　　　当社取締役会は、買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付
等を行う場合、当社の
　　　企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合等、後
述する新株予約権の無償
　　　割当てを実施することが相当と認められる場合には、原則として、株主総会（以下
「株主意思確認総会」と
　　　いいます。）を招集し、株主意思確認総会において、新株予約権の無償割当ての実施
又は不実施等について
　　　の決定を行うものとします。但し、買付者等が本プランに定める手続を遵守しない場
合には、株主意思確認
　　　総会を招集せずに、取締役会において新株予約権の無償割当ての実施についての決
議をすることができるも
　　　のとします。
　　　　かかる新株予約権は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限
とする金額の範囲内で
　　　当社取締役会が別途定める金額を払い込むことにより行使し、当社株式１株を取得
することができ、また、
　　　買付者等による権利行使が認められないという行使条件及び当社が買付者等以外の
者から原則として当社株
　　　式１株と引換えに新株予約権１個を取得することができる旨の取得条項が付されて
おります。

　　　　当社は、株主意思確認総会又は当社取締役会において、かかる新株予約権の無償割
当ての実施もしくは不
　　　実施に関する決議を行った場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と
判断する事項について、
　　　速やかに情報開示を行います。
　　　　新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主の皆さまに直接具体的な影
響が生じることはあり
　　　ません。他方、新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆さまが新株予約
権行使の手続を行わな
　　　いとその保有する株式の価値が希釈化される場合があります（但し、当社が当社株
式を対価として新株予約
　　　権の取得を行った場合、買付者等以外の皆さまは、その保有する株式全体の価値の希
釈化は生じません｡)。
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　　(ｴ) 本プランの有効期間及び廃止

　　　　本プランの有効期間は、平成23年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとし
ます。但し、有効期間
　　　の満了前であっても、(ⅰ)当社の株主総会において本プランに係る新株予約権の無
償割当てに関する事項の
　　　決定についての取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は、（ⅱ）
当社取締役会により本
　　　プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止される
ものとします。

　  （注）本プランの詳細な内容につきましては、インターネット上の当社ウェブサイ
ト
　　  　 （http://www.nankai.co.jp/ir/kaitsuke/index.html）に掲載しております。
 
③　上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断の理由

　ア、基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②のアの取組み）について

　　　上記②のアに記載した新３か年経営計画「堅進１２６計画」は、当社の企業価値・
株主共同の利益を継続的
　　かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定したものであり、まさに基本方
針の実現に資するもので
　　あります。
　　　したがって、これらの取組みや各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に
合致するものであり、
　　当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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　イ、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配
されることを防止するため
　　　の取組み（上記②のイの取組み）について

　　　上記②のイ（本プランの内容）に記載のとおり、本プランは、当社の企業価値ひいて
は株主共同の利益を確
　　保し、向上させることを目的とするものであり、基本方針に沿うものであります。特
に、本プランは、株主総
　　会において株主の皆さまの承認を得て改定・更新されたものであること、発動の是非
についても、一定の場合
　　を除き、株主総会において株主の皆さまの意思を確認することとしていること、合理
的な客観的要件が充足さ
　　れなければ発動されないように設定されていること、本プランの運用に際して第三者
専門家の助言又は意見を
　　取得することとしていること、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止できるとさ
れていること等により、
　　その公正性・客観性が担保されており、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同
の利益に資するものであ
　　り、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 
  

４【事業等のリスク】 

　当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及
ぼす可能性があると考えら
れる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない
事項についても、投資家の
投資判断上、重要であると考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から以
下に記載しております。当
社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生し
た場合の対応に努めており
ます。なお、発生の回避及び発生した場合の対応を一部記載しておりますが、かかる対策
が必ずしもリスク及びそ
の影響を軽減するものではない可能性があることにご留意下さい。

  本項につきましては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会
計年度末において判断した
ものであります。
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(1)経済情勢

　少子高齢化や沿線地域における雇用形態の多様化に伴い、鉄道事業をはじめとする交
通事業における旅客が減少
すること、国内外の景気動向や消費動向により、物販、サービス事業等における売上高に
ついて影響を受けること
があります。また、関西国際空港利用者数の動向による影響も考えられます。このほか、
原油価格の高騰が、バス
事業や海運業等の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　さらに、投資有価証券に係る株価変動、保有不動産の地価変動等により株式や低収益物
件等の減損処理が必要に
なる場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
 
(2)競合

　鉄道事業におきましては、大阪南部から和歌山県下及び関西国際空港への輸送におい
て、西日本旅客鉄道株式会
社と一部路線が競合しております。さらに、自家用車やバイク等といった輸送手段への
移行が今後も影響を及ぼす
可能性があります。このため、競争力強化の一環として、他私鉄との連携を活かした利便
性の高い企画商品の開
発・販売に努める一方、「スルッとＫＡＮＳＡＩ」が提供するＩＣ決済サービス「Ｐｉ
ＴａＰａ」の導入による利
便性の向上に努めてまいります。

　バス事業におきましては、平成14年２月から乗合バス事業に係る需給調整規制が完全
に撤廃され、新規路線参入
については自由競争下にあります。このような自由競争下において競争力を維持するた
め、平成13年10月に当社バ
ス事業を分社するなど、経営の効率化を進めております。

　また、当社の経営拠点である難波地区において経営するショッピングセンター「なん
ばＣＩＴＹ」や「なんばパ
ークスShops＆Diners」につきましては、大阪市内における他の商業地域（梅田、天王
寺、心斎橋等）の大型ショ
ッピングセンターと競合関係にあります。これら競合施設に対する競争力を維持するた
めに、難波駅や髙島屋大阪
店が入居する南海ビルを中心とする南海ターミナルビルの再生計画を推進するともに、
各商業施設間の相乗効果に
よる集客や各種共同イベントの実施による地域の活性化と魅力向上に努めております。
その他、沿線ショッピング
センターにつきましても、郊外型ショッピングセンターとの競合関係にあり、集客力の
あるテナント誘致や積極的
な販売促進による売上向上に努めております。
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(3)法的規制

　鉄道事業におきましては、鉄道事業法（昭和61年法律第92号）の定めにより、経営しよ
うとする路線及び鉄道事
業の種別毎に国土交通大臣の許可を受けなければならず（第３条）、さらに旅客又は貨
物の運賃及び料金（上限）
の設定・変更につき、国土交通大臣の認可を受けなければならない（第16条）こととさ
れております。なお、これ
らの国土交通大臣の許可及び認可については、期間の定めはありません。

　当社におきましては、平成９年２月14日に旅客運賃変更認可申請を行い、同年３月10日
に認可を受け、同年４月
１日に実施しております。今後も、コストの増大等により、鉄道事業の利益確保が困難と
なり赤字が見込まれる場
合には、適正利潤を確保するために運賃改定を行うことがあります。

　また、同法、同法に基づく命令、これらに基づく処分・許可・認可に付した条件への違
反等に該当した場合に
は、国土交通大臣は事業の停止を命じ又は許可を取り消す（第30条）こととされており
ます。鉄道事業の廃止につ
いては、廃止日の１年前までに国土交通大臣に届出を行う（第28条の２）こととなって
おります。
　現時点におきまして同法に抵触する事実等は存在せず、鉄道事業の継続に支障を来す
要因は発生しておりませ
ん。しかしながら、同法に抵触し、国土交通大臣より事業の停止や許可の取消を受けた場
合には、事業活動に重大
な影響を及ぼす可能性があります。

　なお、上記のほか、当社グループが展開する各事業については、さまざまな法令、規則等
の適用を受けており、
これらの法的規制が強化された場合には、規制遵守のための費用が増加するなど、当社
グループの業績及び財務状
況に悪影響を及ぼす可能性があります。
 
(4)大規模販売用不動産

　大規模販売用不動産につきましては、順次開発・商品化を進め、計画的な分譲を実施
し、資金回収をはかってお
りますが、主に郊外地域における土地価格の下落や都心回帰の傾向がさらに進んだこと
等により、郊外型大規模住
宅開発には厳しい状況が続いております。今後も計画的な開発・分譲を進め、魅力ある
住宅環境の提供に努めてま
いりますが、都心回帰の顧客志向がますます強くなることも予想されますので、開発用
地の保有リスクの拡大や、
資金回収の遅れが生じるなどの影響が出る可能性があります。
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(5)グループ会社

　財政状態が悪化しているグループ会社につきましては、不採算事業の整理再編等に備
え、資産内容等を勘案して
出資金額及び純債権額を超えて当社が負担することとなる損失見込額を投資損失引当
金として計上しております
が、グループ会社の予想外の経営状況の悪化によっては、業績に影響が出ることも予想
されます。

　また、当社連結子会社である南海辰村建設株式会社は、グループ会社で唯一の上場会社
であり、またグループ内
の中核会社であるため、当社ではこれまでに第三者割当増資の引受や支援金の提供等の
経営支援を行っておりま
す。現在同社では、平成19年３月期から平成21年３月期を計画期間とする「新３カ年計
画」を鋭意推進し、経営基
盤の強化に取り組んでおりますが、計画期間中に、策定時に予想し得なかった経営環境
の悪化が生じた場合には、
同計画遂行に支障を来す可能性があります。

  
(6)人事政策
　鉄道事業を中心とした運輸業におきましては、労働集約型の産業構造であるため、費用
に占める労務費が他産業
に比して大きくなっております。そのため、労働組合（南海電気鉄道労働組合ほか）と
の労使協調を基本に経営合
理化のための諸施策を実施しております。また、人材育成や従業員の高齢化、若年者層へ
の置換えと技能の伝承等
が課題であり、対応が遅れれば、今後の事業、収支構造に影響を与えることが予想されま
す。

 
(7)投資

　鉄道事業における投資につきましては、連続立体交差化工事や安全運行確保のための
各種投資工事が長期にわた
りかつ多額となるため、その資金調達や金利負担が当社グループの業績及び財務状況に
影響を与えております。
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(8)退職給付会計

　退職給付引当金につきましては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（３年から13年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。債務の計算における前提が変更された場合や、一層の割引率の低
下、運用利回りの悪化が進む場合には、当社グループの
業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 
  

(9)有利子負債

　事業の特性上、借入金依存割合の高い当社におきましては、金利変動により金利負担が
増加した場合、業績に悪
影響を及ぼす可能性があります。また、格付機関が当社の格付を引き下げた場合、当社グ
ループの業績及び財務状
況に悪影響を及ぼす可能性があります。

  
(10)重要な訴訟

　現在のところ、特に経営に重大な影響を及ぼすような重要な係争事件はありません。
　今後の事業展開におきましても、あらゆる取引において契約内容の真摯な履行に努め
てまいりますが、相手方の
信義に反する行為に対しやむを得ず訴訟等を提起する場合や、相手方との認識の相違又
は相手方悪意により、訴訟
等を提起される可能性があります。さらに、訴訟等の結果によっては、当社グループの社
会的信用の失墜や業績及
び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(11)事故・システム障害の発生

　安全輸送が至上使命である運輸業を基軸に事業展開をしている当社グループにおい
て、事故が発生した場合に
は、社会的信用の失墜を招くばかりでなく、損害賠償請求等により業績に多大な影響を
生じる可能性があります。
また、人為的なミスや機器の誤作動等により、システム障害が発生した場合、事業運営に
支障を来すとともに、施
設の復旧や振替輸送に係る費用の発生等により、当社グループの社会的信用の失墜や業
績及び財務状況に悪影響を
及ぼす可能性があります。したがいまして、事故の未然防止のため、保安諸施設の整備、
更新や定期的なメンテナ
ンスの実施、従業員教育の徹底等、さらなる対策に取り組んでまいります。

 
(12)第三者行為やテロ活動

　第三者行為による事故発生や国内で発生が懸念されているテロ活動につきましても、
不審物への警戒や施設内巡
回を強化するなどの対策を行っておりますが、万一、破壊事故等が発生し、その影響を受
けた場合には、事業活動
に支障が出る可能性があります。
 
(13)自然災害等

　今後、数十年間の間に起こりうる可能性が取りざたされている東南海沖地震、南海沖地
震の発生により、当社鉄
道事業を中心とする設備、インフラが多大な影響を受ける可能性があります。阪神淡路
大震災後の緊急耐震補強と
して、鉄道高架橋柱の巻き立て補強や橋梁の落橋防止工を実施し、その後、高架橋柱補強
を行ってまいりました。
今後も、高架下の利用状況を勘案のうえ、店舗のリニューアルや高架橋の補強・改築工
事にあわせて計画的に実施
する予定であります。

　なお、(11)、(12)の事故発生等を含め、地震等の大規模自然災害が発生した場合の対処
として、災害対策規程を
制定し、被害を最小限にとどめる管理体制を強化するなどの対策を講じておりますが、
発生の地域、時期、時間等
により、被害の範囲が大きくなる可能性があります。
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(14)情報資産の管理
　当社グループでは、各事業においてお客さまや従業員の個人情報だけではなく、機密情
報をはじめとする重要情
報を保有しております。このため、リスクマネジメント強化を目的として、外部コンサル
タントの協力を得なが
ら、平成17年４月１日にセキュリティポリシーを改定し、従業員に対する教育の実施等
に取り組んでおります。し
かしながら、何らかの原因により情報が流出した場合には、損害賠償が発生する可能性
があるほか、当社グループ
の社会的信用が失墜し、業績に影響を及ぼす可能性があります。
 
(15)中期経営計画及び目標とする経営指標
　当社グループは、平成20年度を初年度とする３か年経営計画「堅進１２６計画」を新
たに策定し、グループをあ
げて本計画の推進に取り組んでおります（「３　対処すべき課題」参照）が、経営環境
その他の要因により、所期
の目標を達成できない可能性があります。
 
(16)保有資産及び商品等の瑕疵・欠陥
　当社グループが保有する資産について、瑕疵や欠陥が発見された場合、又は健康や周辺
環境に影響を与える可能
性等が指摘された場合、その改善・原状復帰、補償等に要する費用が発生する可能性が
あります。また、当社グル
ープが販売した商品、売却した不動産、受注した工事、提供したサービス等について、瑕
疵や欠陥が発見された場
合、その改善及び補償等に要する費用の発生や社会的信用の失墜等により、当社グルー
プの業績及び財務状況に悪
影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】
    財団法人民間都市開発推進機構との土地売買契約に付随する覚書について
　　　当社が所有する難波再開発用地の一部を､財団法人民間都市開発推進機構に譲渡す
る契約(譲渡価格121億円)
　　を平成11年10月７日付で締結したことに関連して、民間都市開発の推進に関する特別
措置法及び関係政省令等
　　に定めるところに従い、当該土地を南海地所株式会社が譲渡契約締結後10年以内に同
機構より買い取る旨の覚
　　書を締結しておりましたが、同社は平成14年３月15日をもって当社と合併し、解散い
たしましたので、本覚書
　　の義務は南海不動産株式会社が承継いたしました。
　　　その後、難波地区の流通・不動産賃貸事業の強化を目的として、平成17年４月１日を
もって、同事業を南海
　　都市創造株式会社に吸収分割し、同社において難波地区再開発事業を進めてまいるこ
ととなりましたため、本
　　覚書の義務は、同日付で同社が南海不動産株式会社より承継しております。
 

６【研究開発活動】
　　特記すべき事項はありません。
 
７【財政状態及び経営成績の分析】　 
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(1)財政状態 　
　当連結会計年度末の総資産は8,060億24百万円で、前連結会計年度末に比べ238億69
百万円（2.9%）減少いたしました。
　流動資産は945億50百万円で、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の早期適用に伴
うたな卸資産の減少等により、前連結会計年度末に比べ192億14百万円（16.9%）の減
少となりました。
　固定資産は7,114億73百万円で、前連結会計年度末に比べ46億54百万円（0.7%）の減
少となりました。そのうち有形固定資産は6,649億96百万円で、南海本線泉大津市内連
続立体交差化工事の進捗等により4億59百万円（0.1%）増加いたしました。また、投資
その他の資産は436億47百万円で、保有上場株式の株価下落等により前連結会計年度
末に比べ51億14百万円（10.5%）の減少となりました。
　当連結会計年度末の負債の合計は6,873億68百万円で、前連結会計年度末に比べ265
億38百万円（3.7%）の減少となりました。そのうち流動負債は2,148億95百万円で、前
連結会計年度末に比べ89億円（4.3%）の増加、固定負債は4,724億72百万円で、前連結
会計年度末に比べ354億38百万円（7.0%）の減少となっております。
　当連結会計年度末の連結有利子負債残高は5,023億48百万円で、前連結会計年度末に
比べ127億75百万円（2.5%）の減少となりました。また、退職給付引当金は180億73百
万円で、退職者に対する支給等により前連結会計年度末に比べ28億73百万円
（13.7%）の減少となりました。
　当連結会計年度末の純資産の合計は1,186億56百万円となり、保有上場株式の株価下
落に伴い、その他有価証券評価差額金が減少する一方、当期純利益113億65百万円の計
上により利益剰余金が増加したこともあり、前連結会計年度末に比べ26億68百万円
（2.3%）増加いたしました。
　以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の13.6%から14.5%に上昇し、１株当た
り純資産は215円78銭から223円71銭となりました。
　なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「１．業績等の概要」に記載して
おります。 

(2)経営成績 　
　当連結会計年度は、最終年度を迎えた３か年経営計画「進化１２３計画」に掲げる
所期の目標を達成するため、各種施策への取組みを進めてまいりました。
　当連結会計年度の営業収益は1,882億54百万円で、前連結会計年度に比べ47億31百万
円（2.5%）の減少となりました。営業利益は288億73百万円で、前連結会計年度に比べ
22億98百万円（8.7%）の増加となりました。
　なお、事業別の営業収益及び営業利益の概況につきましては、「１．業績等の概要」
に記載しております。 
　営業外収益は14億92百万円で、受託工事差益の減少等により、前連結会計年度に比べ
１億53百万円（9.3%）減少いたしました。また、営業外費用は114億56百万円で、前連
結会計年度に比べ19百万円（0.2%）増加いたしました。営業利益に営業外損益を加減
した経常利益は189億9百万円で、前連結会計年度に比べ21億26百万円（12.7%）の増
加となり、「進化１２３計画」の目標を大きく上回る経常利益を計上することができ
ました。 　
　特別利益は36億48百万円で、投資有価証券売却益の減少等により、前連結会計年度に
比べ66億１百万円（64.4%）の減少となりました。特別損失は90億96百万円で、「棚卸
資産の評価に関する会計基準」を早期適用したことに伴い、保有する販売用不動産に
ついて、収益性の低下に基づく簿価切下げ額をたな卸資産評価損として計上いたしま
したが、前連結会計年度に計上していた販売用不動産評価損や減損損失が当連結会計
年度はなかったこともあり、前連結会計年度に比べ132億33百万円（59.3%）の減少と
なりました。
　この結果、税金等調整前当期純利益は134億61百万円で、法人税等、法人税等調整額及
び少数株主利益を控除した当期純利益は113億65百万円となり、前連結会計年度に比
べ51億23百万円（82.1%）の増加となりました。 
　以上の結果、１株当たり当期純利益金額は21円68銭、自己資本利益率（連結ＲＯＥ）
は9.9%となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、運輸業におきましては、安全対策、運転保安向
上及びサービス改善等の鉄道関連工事を中心に14,131百万円、不動産業におきましては、南海ターミナルビル再生工
事などに2,759百万円、流通業におきましては、難波再開発事業Ａ－１地区建設工事などに5,807百万円、レジャー・
サービス業におきましては、みさき公園園内整備工事などに2,083百万円、建設業におきましては66百万円、その他の
事業におきましては６百万円、合わせて24,855百万円の設備投資（無形固定資産を含む。）を実施いたしました。 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の平成20年３月31日現在における事業の種類別セグメントごとの設備の概
要、帳簿価額並びに従業員数は次のとおりであります。 

（１)事業の種類別セグメント総括表

事業の種類別
セグメントの名称

帳　簿　価　額
従業員数建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

建設仮勘定 その他 合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 人

運輸業 184,606  20,715  106,195  27,064  1,615  340,197  4,823  
   (3,277)    (583) 

不動産業 76,539  155  159,246  418  171  236,531  184  
  (9,836)    (11) 

流通業 56,150  79  1,398  227  336  58,192  286  
  (33)     (541) 

レジャー・サービス業 19,764  206  14,991  222  1,044  36,229  1,385  
  (2,422)    (685) 

建設業 1,904  23  2,352  0  32  4,312  482  
  (21)     (1) 

その他の事業 102  91  175  0  9  379  119  
  (1)    (9) 

小計 339,068  21,271  284,359  27,933  3,211  675,844  7,279  
  (15,593)    (1,830) 

消去又は全社 △8,085  0  △2,762  0  0  △10,847  228  
  (0)   　  (11) 

合計 330,982  21,271  281,596  27,933  3,211  664,996  7,507  
  (15,593)  　  (1,841) 

（注）１　帳簿価額「その他」は工具器具備品であります。
　　　２　上記の他、賃借土地として、レジャー・サービス業の住之江競艇場用地（賃借面積84千㎡）他計242千㎡
          があり、賃借建物として、流通業のしんかなCITY建物（賃借面積22千㎡）他があります。
　　　３　提出会社の各事業関連固定資産につきましては、各セグメントに配賦しております。
　　　４　臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

（２）運輸業
　　①鉄道事業
　　　ａ　線路及び電路施設
　　　（提出会社）

線名 区間 営業キロ 単線・複線の別 駅数 電圧 変電所数

  km  Ｖ

20

　南海本線 　難波～和歌山市 64.2  複線 42  1,500  
　高師浜線 　羽衣～高師浜 1.5  単線 2  〃  
　空港線 　泉佐野～関西空港 8.8  複線 2  〃  
　多奈川線 　みさき公園～多奈川 2.6  単線 3  〃  
　加太線 　紀ノ川～加太 9.6  〃 7  〃  
　和歌山港線 　和歌山市～和歌山港 2.8  〃 1  〃  
　高野線 　汐見橋～極楽橋 64.5  複線・単線 41  〃  
　鋼索線 　極楽橋～高野山 0.8  単線 1  3,300  

合　計   
    (7)   

154.8   99   20

（注）１　軌間は全線1.067mであります。
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　　　２　空港線営業キロには、第二種鉄道事業6.9㎞（りんくうタウン・関西空港間）、和歌山港線営業キロ
　　　　　には、第二種鉄道事業2.0㎞（県社分界点（旧久保町）・和歌山港間）が含まれております。空港線
　　　　　の上記区間は、関西国際空港株式会社から鉄道施設を借り入れており、使用料につきましては、提出
　　　　　会社並びに西日本旅客鉄道株式会社と関西国際空港株式会社との協定等に基づき、当該鉄道施設の建
　　　　　設費用及び毎年発生する保有・管理に要する費用を30年間にわたり支払い、このうち連絡橋部分の建
　　　　　設に要した費用については、提出会社と西日本旅客鉄道株式会社が、それぞれの輸送実績に応じた使
　　　　　用料を支払うことになっております。平成19年度の使用料は2,182百万円となりました。なお、賃借
　　　　　期間終了後も、提出会社の別段の意思表示がない限り、期間を５年として自動的に延長されることに
　　　　　なっております。
　　　３　（ ）は共用駅であり、各線名別駅数欄ではいずれか一方の線の所属として計算しております。
　　
　　　ｂ　車両
　　　（提出会社） 

電動客車 制御客車 付随客車 鋼索車 計
両 両 両 両 両

411  128  159  4  702  

　 
 
　　　（注）車庫及び工場

名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
  百万円 ㎡ 百万円  
　住ノ江検車区 　大阪市住之江区 177  31,426  2,097   
　羽倉崎検車支区 　大阪府泉佐野市 241  15,404  264   
　和歌山検車支区 　和歌山県和歌山市 27  14,918  643   
　千代田検車支区 　大阪府河内長野市 64  37,893  405   
　小原田検車区 　和歌山県橋本市 875  42,585  315   
　千代田工場 　大阪府河内長野市 757  44,664  517   
　
　　②軌道事業
　　　ａ　線路及び電路施設
　　　（国内子会社） 

線名 区間 営業キロ 単線・複線の別 駅数 電圧 変電所数
(阪堺電気軌道㈱)  km   Ｖ 

上町線 天王寺駅前～住吉公園 4.6  複線 11  600  0 
阪堺線 恵美須町～浜寺駅前 14.1  〃 30  〃  0 
合計  18.7   41   0 

（注）１　軌間は全線1.435mであります。
　　　２　阪堺電気軌道株式会社は、提出会社の玉出・堺の各変電所より受電をしております。

　　　ｂ　車両 
　　　（国内子会社）

会社名 電動客車 計
 両 両

阪堺電気軌道㈱ 38  38  
 
　　　（注）車庫及び工場

名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
(阪堺電気軌道㈱) 百万円 ㎡ 百万円  

車両区 大阪市住吉区 25  15,877  －   

    ③バス事業
　　　（国内子会社）

会社名 所在地

建物及び
構築物

土地 在籍車両数 摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額 乗合 貸切 計 (リース車)

  百万円 ㎡ 百万円 両 両 両 両

　南海バス㈱ 　堺市堺区
2,878 91,092 3,670 523 30 553 41 

　熊野交通㈱ 　和歌山県新宮市
334 

(12,470)
515,906 612 44 15 59 2 

　サザンエアポート交通㈱ 　大阪府泉佐野市
112 4,297 199 0 0 0 17 

　和歌山バス㈱ 　和歌山県和歌山市
230 

(2,249)
14,949 91 120 0 120 0 
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　御坊南海バス㈱ 　和歌山県御坊市
58 

(233)
10,136 1,005 19 27 46 6 

　和歌山バス那賀㈱ 　和歌山県紀の川市
63 

(124)
4,102 19 29 3 32 2 

　関西空港交通㈱ 　大阪府泉佐野市
243 2,147 336 47 17 64 30 

　南海りんかんバス㈱ 　和歌山県橋本市
27 

(53,600)
5,116 198 37 0 37 0 

　南海ウイングバス金岡㈱ 　堺市北区
26 1,336 38 0 1 1 1 

　南海ウイングバス南部㈱ 　大阪府泉佐野市
27 3,520 116 13 3 16 1 

（注）土地の（ ）は賃借中の面積を表し、外数で示しております。

　　④海運業
　　　（国内子会社）

会社名 所在地
建物及び
構築物

土地
在籍船舶数 摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
  百万円 ㎡ 百万円 隻  

  　  (2,513)       

　南海フェリー㈱ 和歌山県和歌山市 952 1,989 94 2  

（注）土地の（ ）は賃借中の面積を表し、外数で示しております。
　
　　⑤貨物運送業
　　　（国内子会社）

会社名 所在地
建物及び
構築物

土地
在籍車両数

摘要
（リース車）

帳簿価額 面積 帳簿価額
  百万円 ㎡ 百万円 両 両

   (13,738)    
　サザントランス
　ポートサービス㈱

堺市堺区 62 2,266 135 39 4 

（注）土地の（ ）は賃借中の面積を表し、外数で示しております。

（３）不動産業
　　　（提出会社）

名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
  百万円 ㎡ 百万円  

　南海堺駅ビル 　堺市堺区
2,945  0  0  

鉄筋コンクリート造
地下１階地上７階建

　南海ハイライズ
　フラット天下茶屋

　大阪市西成区
1,021  1,949  403  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地上13階塔屋１階建

　南海堺東ビル 　堺市堺区
5,758  8,798  7,885  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下２階地上９階建

　南海和歌山ビル 　和歌山県和歌山市
1,479  3,961  995  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下１階地上７階建

　スポーツ住ノ江 　大阪市住之江区 1,095  0  0  鉄筋コンクリート造 

　護摩壇山
　奈良県吉野郡
　十津川村 0  5,114,042  －  

事業用地

　くまとり
　つばさが丘土地

　大阪府泉南郡
　熊取町 0  110,903  5,869  

事業用地

　天王寺土地 　大阪市天王寺区 0  4,434  4,752  事業用地

　
　　　（国内子会社）

会社名 名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
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南海都市創造㈱

　   百万円 ㎡ 百万円  

　南海ビル 大阪市中央区 6,589  

38,469  104,166  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下２階地上７階建

　南海会館ビル 大阪市中央区 3,764  
鉄骨鉄筋コンクリート造
地下２階地上８階建

　スイスホテル
　南海大阪

　
大阪市中央区

15,421  
鉄骨造
地下３階地上36階建 

　なんばパークス
（パークス
　　　タワー他）

大阪市浪速区
30,199  

(10,000)
24,304  11,441  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下４階地上31階塔屋２階
建他

南海不動産㈱
　南海東京ビル
　ディング

　
東京都中央区 851  

(415)
719  2,811  

鉄筋コンクリート造
地下４階地上９階建 

（注）１　土地の（ ）は賃借中の面積を表し、外数で示しております。
　　　２　南海ビル、南海会館ビル、スイスホテル南海大阪の土地は、提出会社と区分所有しております。
　

（４）流通業
　　　（提出会社）

名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
  百万円 ㎡ 百万円  
　ノバティ
　ながのNANKAI

　大阪府河内長野市
94  1,152  43  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下１階地上５階建

　プラットプラット 　堺市堺区
2,867  0  0  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下１階地上５階建

　いずみおおつCITY　大阪府泉大津市 114  2,336  114  鉄骨鉄筋コンクリート造

　ショップ南海 　大阪市住之江区他 2,980  707  105  鉄骨造他

　
　　　（国内子会社）

会社名 名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
 　  百万円 ㎡ 百万円  

南海都市創造㈱

　なんばパークス
（Shops&Diners）

大阪市浪速区
33,421  0  0  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下４階地上10階建

　なんばCITY 大阪市中央区
14,999  0  0  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下３階地上３階建

　
（５）レジャー・サービス業
　　　（提出会社）

名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
  百万円 ㎡ 百万円  

　住之江競艇場 　大阪市住之江区
2,917  

(64,963)
0  0  

鉄骨鉄筋コンクリート造
地下１階地上４階建

　みさき公園
　大阪府泉南郡
　岬町 1,300  336,612  1,873  

動物園・水族館・プール

　ティア 　和歌山県橋本市他 398  14,240  412  葬儀会館　全２店舗

　大阪ゴルフクラブ
　（クラブハウス他）

　大阪府泉南郡
　岬町 1,338  498,953  580  

鉄筋コンクリート造
地下１階地上２階建

（注）土地の（ ）は賃借中の面積を表し、外数で示しております。
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　　　（国内子会社） 

会社名 名称 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
 　  百万円 ㎡ 百万円  

住之江興業㈱ 競艇場管理センター棟
　
大阪市住之江区 3,698  2,973  35  

鉄骨鉄筋コンクリート造他
地下1階地上4階塔屋1階建

㈱中の島 ホテル中の島
　
和歌山県東牟婁郡
那智勝浦町 1,590  36,296  768  

鉄筋コンクリート造
地下１階地上６階建

南海橋本観光開発㈱ 橋本カントリークラブ
　
和歌山県橋本市 1,720  1,382,384 3,981  ゴルフコース　27ホール

（６）建設業
　　　（国内子会社）

会社名 所在地
建物及び
構築物

土地
摘要

帳簿価額 面積 帳簿価額
  百万円 ㎡ 百万円  

　南海辰村建設㈱ 　大阪市浪速区他 1,827  21,709  6,115    

（７）その他の事業
　　記載すべき主要な設備はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】
（１）重要な設備の新設等

　　当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、42,784百万円であり、事業の種類別セグメント
　ごとの内訳は次のとおりであります。
　

セグメント別 工事の内容 投資予定額 資金調達方法 摘要

　 　 百万円 　 　

運輸業

　南海本線泉佐野市内・泉大
　津市内・高石市内連続立体
　交差化工事等 18,324 

　 
　

　自己資金、工事負担金等
　及び借入金

　

　

　

　

不動産業
　南海ターミナルビル再生工事　
（南海ビル改修工事他）等 19,151 

　

流通業

　南海ターミナルビル再生工事　
（なんばCITYロケット広場
　改修工事他）等 2,141 

　

レジャー・サービス業 　みさき公園園内整備工事等 3,109 
　

建設業 － 56 
　

その他の事業 － 3 
　

合計
　

42,784 
　 　

（注）１　金額には消費税等を含みません。
　　　２　主要な継続工事計画について

工事件名 予算総額 今後の所要額 工事着手 完成予定

　 百万円 百万円 　 　

　南海本線泉佐野市内・泉大津市内
　・高石市内連続立体交差化工事 111,280   31,997  昭和62年８月平成27年９月

　南海ターミナルビル再生工事 15,400   15,061  平成19年８月平成22年３月
　（注）　工事負担金等を含む総額で表示しております。

（２）重要な設備の除却等　

　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】
 (1)【株式の総数等】
　　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 1,600,000,000　　　　　 
計 1,600,000,000　　　　　 

  　②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

 提出日現在発行数（株）
 （平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　容

普通
株式

526,412,232 526,412,232 

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
（市場第一部）

－

計 526,412,232 526,412,232 　－ －

 
 (2)【新株予約権等の状況】

　　　　 該当事項はありません。

 
 (3)【ライツプランの状況】

　　　　 該当事項はありません。

 (4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年６月27日
（注）1.

－ 526,412 － 63,739 △36,552 18,460 

平成14年８月５日
（注）2.

－ 526,412 － 63,739 △2,525 15,935 

（注）1.平成14年６月27日開催の定時株主総会の決議により、当期未処理損失を処理するため、資本準備金55,013百
万円のうち、36,552百万円を取り崩しました。

2.平成14年６月27日開催の定時株主総会において、資本政策上の弾力性確保と安定的な配当政策遂行の観点
から、上記((注)１.)による取り崩し後の資本準備金18,460百万円のうち、2,525百万円を減少することを決
議し、平成14年８月５日をもってその効力が発生いたしました。

 
 (5)【所有者別状況】 

（平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数
（人）

2 45 25 418 33 － 52,488 53,011 －

所有株式数
（単元）

32 102,611 3,698 42,437 3,757 － 366,189 518,724 7,688,232 

所有株式数
の割合
（％）

0.01 19.79 0.71 8.18 0.72 － 70.59 100.00 －

（注）1.自己株式2,232,657株は、「個人その他」に2,232単元及び「単元未満株式の状況」に657株含めて記載して
　　　　おります。なお、自己株式2,232,657株は、株主名簿上の株式数であり、平成20年３月31日現在の実保有株
　　　　式残高は、2,227,657株であります。
　　　2.「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ43単元及
　　　　び450株含まれております。

 (6)【大株主の状況】
（平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住　　　　　　　所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

　日本トラスティ・サービス
　信託銀行株式会社（信託口）

　東京都中央区晴海１丁目８－１１ 21,114 4.01 

　日本生命保険相互会社 　東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 19,170 3.64 
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　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 7,368 1.39 
　住友信託銀行株式会社 　大阪市中央区北浜４丁目５－３３ 7,297 1.38 
　株式会社三井住友銀行 　東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 7,147 1.35 
　株式会社泉州銀行 　大阪府岸和田市宮本町２６－１５ 6,895 1.30 
　株式会社髙島屋 　東京都中央区日本橋２丁目４－１ 5,035 0.95 
　株式会社紀陽銀行 　和歌山県和歌山市本町１丁目３５番地 5,005 0.95 
　株式会社大林組 　大阪市中央区北浜東４－３３ 4,541 0.86 
　株式会社竹中工務店 　大阪市中央区本町４丁目１番１３号 4,170 0.79 

計 － 87,745 16.66 

 (7)【議決権の状況】
　　①【発行済株式】

　 　 （平成20年３月31日現在）

区　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ －
　普通株式 2,227,000 

（相互保有株式）

　普通株式 134,000 

　完全議決権株式（その他） 　普通株式 516,363,000 516,363 －

　単元未満株式 　普通株式 7,688,232 －
一単元(1,000株)
未満の株式

　発行済株式総数 526,412,232 － －

　総株主の議決権 － 516,363 －

（注）1.「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式
が、それぞれ43,000株（議決権の数43個）及び450株含まれております。

2.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式657株、徳島バス株式会社所有の相互保有株式
946株が含まれております。

　
　　②【自己株式等】

（平成20年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式
数の割合（％）

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

南海電気鉄道株式会社
大阪市中央区難波
五丁目１番６０号

2,227,000 － 　2,227,000 0.42 

（相互保有株式）

徳島バス株式会社
 徳島県徳島市出来島
 本町１丁目２５番地　

　
134,000 

　

－
　

134,000 0.02 
　

計 － 2,361,000 － 2,361,000 0.44 

（注）株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が5,000株（議決権の数５個）あ
ります。なお、当該株式数は、上記①の「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。

 
(8)【ストックオプション制度の内容】
　　　 該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】
　　【株式の種類等】会社法第155条第７号による普通株式の取得

 (1)【株主総会決議による取得の状況】
       該当事項はありません。

 
 (2)【取締役会決議による取得の状況】
 　  　該当事項はありません。

 (3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】   

区　　　分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 327,709  114,304,370  

当期間における取得自己株式 61,025  25,955,200  
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（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買
      取請求により取得した株式数は含めておりません。

 (4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区　　　分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式　 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（単元未満株式の売渡請求）

64,296  21,992,103  4,113  1,712,543  

保有自己株式数 2,227,657  － 2,284,569  －

（注）1.当期間におけるその他（単元未満株式の売渡請求）には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日ま
での単元未満株式の売渡請求により処分した株式数は含めておりません。
2.当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の
買取請求により取得した株式数及び売渡請求により処分した株式数は含めておりません。

　
　
３【配当政策】　
  　　当社は、鉄道事業を中心とする公共性の高い業種であるため、長期にわたる安定的な経営基盤の確保と財務
　　体質の強化に努めつつ、収益のさらなる向上をはかることにより、株主の皆さまに対して安定的な配当を行う
　　ことを基本方針としております。
　　　配当の決定機関及び回数につきましては、株主総会決議に基づく年１回の期末配当を基本として考えており
　　ますが、取締役会決議により毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定めてお
　　ります。
　　　当期の期末配当につきましては、当期の業績と経営基盤強化のための内部留保等を勘案して、１株につき
　　５円（中間配当を見送りましたので年５円配当）といたしました。
　　　内部留保資金につきましては、鉄道事業の安全対策を中心とする設備投資に充当するほか、当社グループの
　　持続的な成長のための投資、財務体質の強化等に充てていく所存であります。
      なお、第91期の剰余金の配当は以下のとおりであります。
　

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
（円）

平成20年６月27日
定時株主総会決議

2,620  5  

４【株価の推移】

 (1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回　次 　第87期 　第88期 　第89期 　第90期 　第91期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 296 330 476 435 407 

最低（円） 217 265 299 380 290 

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

 (2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月　別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 346 327 322 333 339 407 

最低（円） 315 302 304 290 320 315 

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)
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取締役会長
(代表取締役)

ＣＥＯ  山中　諄
昭和18年
２月１日生

　昭和40年４月　当社入社
　平成３年４月　当社運輸部長
　　　５年６月　当社理事
　　　７年６月　当社取締役
　　　９年６月　当社常務取締役
　　　13年６月　当社取締役社長
　　　17年６月　当社執行役員
　　　19年６月　当社取締役会長兼ＣＥＯ(現)
　　　19年６月　南海都市創造株式会社
　　　　　　　　取締役会長(現) 

注３ 83

取締役社長
(代表取締役)
執行役員

ＣＯＯ

堅進126計画
推進室長

 亘　信二 
昭和25年
４月12日生

　昭和50年４月　当社入社
　平成13年６月　当社鉄道営業本部統括部長
　　　17年６月　当社取締役
　　　17年６月　当社執行役員(現)
　　　19年６月　当社取締役社長兼ＣＯＯ(現)
　　　20年６月　当社堅進126計画推進室長(現) 

注３ 30

常務取締役
執行役員

難波街づくり
推進室長

ＣＳＲ推進室長

経営政策室・
グループ事業室

担当

 福田順太郎 
昭和24年
12月６日生

　昭和48年４月　当社入社
　平成14年６月　当社創生120推進室部長
　　　15年６月　当社取締役
　　　17年６月　当社常務取締役兼執行役員(現)
　　　19年６月　当社経営政策室・グループ事業室
　　　　　　　　　　担当(現)
　　　20年６月　当社難波街づくり推進室長(現)
　　　　　　　　　　ＣＳＲ推進室長(現) 

注３ 36

常務取締役
執行役員 

鉄道営業
本部長

 山部　茂 
昭和26年
３月１日生

　昭和48年４月　当社入社
　平成11年６月　当社鉄道営業本部施設部長
　　　15年６月　当社取締役
　　　17年６月　当社常務取締役兼執行役員(現)
　　　17年６月　当社鉄道営業本部長(現) 

注３ 35

常務取締役
執行役員

総務室長

東京支社長

和歌山支社長

 山本　文彦
昭和26年
６月12日生

　昭和50年４月　当社入社
　平成15年12月　当社鉄道営業本部営業部長
　　　17年６月　当社取締役
　　　17年６月　当社執行役員(現)
　　　19年６月　当社常務取締役(現)
　　　19年６月　当社総務室長(現)
　　　　　　　　　　和歌山支社長(現)
　　　20年６月　当社東京支社長(現) 

注３ 28

取締役
執行役員

不動産営業
本部長

 廉林　光夫
昭和27年
11月25日生

　昭和50年４月　当社入社
　平成12年６月　当社資材部長
　　　15年６月　南海辰村建設株式会社
　　　　　　　　常務取締役
　　　19年６月　当社取締役兼執行役員(現)
　　　19年６月　当社不動産営業本部長(現)　　 

注３   10 

取締役
執行役員

経営政策室長

グループ
事業室長

 猪﨑　光一
昭和30年
３月１日生

　昭和53年４月　当社入社
　平成17年６月　当社執行役員(現)
　　　17年６月　当社進化123計画推進室部長
　　　　　　　　　　経営企画部長
　　　19年６月　当社取締役(現)
　　　19年６月　当社経営政策室長(現)
　　　　　　　　　　グループ事業室長(現) 

注３  9

取締役
執行役員

経理室長  関西　節美
昭和30年
５月５日生

　昭和53年４月　当社入社
　平成17年６月　当社執行役員(現)
　　　17年６月　当社経理部長
　　　19年６月　当社取締役(現)
　　　19年６月　当社経理室長(現) 

注３  6

取締役
執行役員

鉄道営業本部
副本部長

営業推進室長

 口野　繁
昭和30年
７月26日生

　昭和53年４月　当社入社
　平成17年６月　当社鉄道営業本部統括部長
　　　19年６月　当社取締役兼執行役員(現)
　　　19年６月　当社鉄道営業本部副本部長(現)
　　　　　　　　　　営業推進室長(現) 　 

注３  7

 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役   新良　篤
昭和８年
12月１日生

　昭和31年４月　住友信託銀行株式会社入社
　平成５年６月　同社取締役社長
　　　10年３月　同社取締役相談役
　　　11年６月　当社取締役(現)
　　　11年６月　住友信託銀行株式会社
    　　　　　　特別顧問(現) 

注３  0

取締役   内藤　碩昭
昭和12年
３月11日生

　昭和35年４月　株式会社三和銀行入行
　平成11年６月　同行取締役会長
　　　13年６月　当社取締役(現)
　　　14年１月　株式会社ＵＦＪホールディングス
　　　　　　　　取締役会長
　　　14年６月　株式会社ＵＦＪ銀行特別顧問
　　　16年７月　同行名誉顧問
　　　18年１月　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
　　　　　　　　名誉顧問(現) 

注３  0

取締役   増倉　一郎
昭和13年
３月27日生

　昭和36年３月　株式会社髙島屋入社
　平成13年３月　同社取締役社長
　　　15年３月　同社取締役会長
　　　16年６月　当社監査役
　　　17年３月　株式会社髙島屋取締役相談役
　　　17年６月　当社取締役(現)   

注３  1

常任監査役
(常勤)

  小畠　幸生 
昭和25年
２月11日生

　昭和47年４月　当社入社
　平成11年６月　当社グループ事業部長
　　　15年６月　南海印刷株式会社取締役社長
　　　15年６月　当社理事
　　　16年６月　当社常任監査役(常勤)(現) 

注４ 31
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常任監査役
(常勤)

  藤田　隆一
昭和27年
２月14日生

　昭和50年４月　当社入社
　平成15年６月　当社なんばパークス営業部長
　　　19年６月　南海都市創造株式会社常務取締役
　　　20年６月　当社常任監査役(常勤)(現) 

注４  9

監査役 　   中筋　一朗
昭和７年
９月３日生

　昭和34年４月　弁護士登録
　　　53年４月　大阪弁護士会副会長
　平成５年６月　当社監査役(現) 

注４  6

監査役　   奥　正之
昭和19年
12月２日生

　昭和43年４月　株式会社住友銀行入行
　平成６年６月　同行取締役
　　　10年11月　同行常務取締役
　　　13年１月　同行専務取締役
　　　13年４月　株式会社三井住友銀行専務取締役
　　　14年12月　株式会社三井住友フィナンシャル
　　　　　　　　グループ専務取締役
　　　15年６月　株式会社三井住友銀行副頭取
　　　17年６月　同行頭取(現)
　　　17年６月　株式会社三井住友フィナンシャル
　　　　　　　　グループ取締役会長(現)
　　　20年６月　当社監査役(現) 

注４  0

監査役　   岡田　信吾 
昭和20年
９月７日生

　昭和43年３月　日本生命保険相互会社入社
　平成17年４月　同社取締役副社長
　　　17年６月　当社監査役(現)
　　　18年３月　日本生命保険相互会社取締役
　　　18年６月　星光ビル管理株式会社
　　　　　　　　取締役社長(現)　 

注５  9

計 301

(注)1．取締役　新良　篤、同　内藤碩昭及び同　増倉一郎は、社外取締役であります。
　  2．監査役　中筋一朗、同　奥　正之及び同　岡田信吾は、社外監査役であります。
　  3．平成19年３月期に関する定時株主総会終結の時から平成21年３月期に関する定時株主総会終結の時までであります。
 　 4．平成20年３月期に関する定時株主総会終結の時から平成24年３月期に関する定時株主総会終結の時までであります。
　  5．平成17年３月期に関する定時株主総会終結の時から平成21年３月期に関する定時株主総会終結の時までであります。
　  6．当社は、取締役会の監督機能の強化及び機動的な業務執行体制の確立を目的として、執行役員制度を導入しております。
　　　 執行役員は、上記取締役兼務者８名及び次の10名であります。
　　　　　
　　　　 執行役員　津崎　幸雄　ＩＲ広報部長
　　　　 執行役員　池内　啓介　経理部長
　　　　 執行役員　堀川　博史　総務部長
　 　　　執行役員　細井　康史　人事部長
　 　　　執行役員　金森　哲朗　堅進126計画推進室部長、経営企画部長
　 　　　執行役員　亀井　康年　不動産賃貸グループ担当
　 　　　執行役員　東　　眞也　運輸グループ担当
　 　　　執行役員　増田　孝男　流通グループ担当
　 　　　執行役員　竹田　信男　レジャー・サービスグループ担当
　 　　　執行役員　長谷川賢一　建設・不動産販売グループ担当 

６【コーポレート・ガバナンスの状況】
 
　　当社は、コーポレート・ガバナンスの機能強化が重要な経営課題であるとの認識の下、法令遵守はもとより、
　透明性の高い経営、公正かつ合理的な意思決定、そしてこれらの監督機能の強化に努めております。
(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 
①　会社の機関の内容
　　当社は監査役制度を採用し、社外役員（取締役及び監査役）を選任しております。取締役12名（うち社
　外取締役３名）及び監査役５名（うち社外監査役３名）で構成する取締役会は、原則月１回開催し、重要
　な業務執行の決定と取締役の職務執行の監督を行っております。社外取締役を選任することにより、取締
　役会において、経営の効率性と透明性の向上を期しております。
　　取締役会の設定する経営の基本方針に基づいて、経営に関する重要な事項を審議するために、常勤取締
  役を構成員とする常務会を週１回開催し、業務執行の全般的統制と経営判断の適正化に努めております。
  また、取締役会の監督機能の強化及び機動的な業務執行体制の確立を目的として、執行役員制度を導入し
　ております。
　　常任監査役（常勤）２名は、月１回の取締役会及び週１回の常務会に出席し、意見を述べるほか、当社
　及びグループ会社の業務執行各般における適法性、妥当性の監査を積極的に行っており、監査機能の充実
　をはかっております。
  
②　内部統制システムの整備の状況 
　ア、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　当社及びグループ会社の健全な発展と企業倫理確立のため、「企業倫理規範」を制定するとともに、
　　内部監査及びコンプライアンス経営の推進を担当する専任組織を設置しております。
　　　また、「企業倫理規範」の精神を定着させるための指針として、当社及びグループ会社の役職員一人
　　ひとりの業務や行動レベルにまでブレイクダウンして示す「コンプライアンスマニュアル」の策定や研
　　修等を通じて、反社会的勢力との関係遮断とコンプライアンス経営の理念浸透に努めておりますほか、
　　法的・倫理的問題を早期に発見し、是正していくための体制として、役職員からの通報・相談を受け付
　　ける「企業倫理ホットライン制度」を設置しております

　　　このほか、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス経営推進に向けた諸施策を審議
　　するとともに、万一、重大なコンプライアンス違反が発生した場合には、同委員会において、その是正
　　や再発防止策についての提言を行ってまいります。
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　イ、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　取締役会をはじめとする重要な会議の議事録、禀議書その他取締役の職務の執行に係る文書は、「文
　　書規程」等の社内規則に従い、適切に作成のうえ、保存・管理を行っております。また、「情報セキュ
　　リティポリシー」を定め、当社が保有する情報資産を適切に保護し、情報資産の「機密性」、「完全
　　性」及び「可用性」を確保するための体制を整えております。

 
　
　ウ、損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　危機（重大事故及び災害を除く。）の発生を予防するとともに、発生した場合の会社及び役職員並び
　　に旅客・顧客に対する被害を最小限にとどめるための包括的な規範として「危機管理指針」を定めてお
　　ります。
　　　また、重大事故及び災害の発生又は発生のおそれがある場合における対策組織、応急処理等を定める
　　とともに、災害発生時の旅客・顧客及び役職員の安全確保と早期復旧をはかり、被害を最小限に抑える
　　ことにより、企業の社会的責任を果たすことを目的として、「災害対策規程」を定めております。
　　　鉄道事業におきましては、輸送の安全を確保するために、「安全管理規程」を制定し、「安全推進委
　　員会」を設置しております。今後、なお一層、安全管理マネジメントの推進に努めてまいります。

　　　このほか、各部門の所管業務に付随するリスクの管理については、対応部門において必要に応じ、研
　　修や規程・マニュアルの整備等を行っております。

　 
　エ、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　業務活動の組織的かつ効率的な運営を実現するために、社内規則により、業務組織及び事務分掌並び
　　に各職位に配置された者の責任・権限・義務等が明確に定められております。

　　　また、取締役会が設定する経営の基本方針に基づいて、経営に関する重要な事項を審議するために、
　　常勤取締役を構成員とする常務会を週１回開催するなど、業務執行の全般的統制と経営判断の適正化に
　　努めておりますほか、取締役会の監督機能の強化及び機動的な業務執行体制の確立を目的として、執行
　　役員制度を導入しております。
　　　このほか、経営の効率性向上の観点から、業務運営の状況を的確に把握し、その改善を促進していく
　　ために、内部監査部門による内部監査を計画的に実施する体制を整えております。 

　オ、企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　　「グループ会社指導方針」及び「グループ会社管理規程」に基づき、当社及びグループ会社間の意思
　　疎通の連携を密にし、重要な設備投資案件をはじめ一定の経営上の重要な事項はあらかじめ当社の承認
　　を必要とするほか、「ＩＴ管理規程」を制定し、ＩＴ統制の確立に努めるなど、グループ全体としての
　　業務の適正をはかっております。特に、グループ会社に対する融資の実行にあたっては、当社審査委員
　　会による厳格な審査手続を設けております。
　　　また、各グループ会社の事業規模・特性等を勘案したうえで組織形態・機関設計の基本方針を定める
　　とともに、役員の派遣、グループ会社経営会議等を通じて、グループ会社の適正な統治に努めておりま
　　す。さらに、グループ会社監査役連絡会を通じ、グループ各社の監査役の機能強化と情報の共有化をは
　　かり、グループ全体の監査体制の整備強化に努めてまいります。
　　　このほか、当社内部監査部門により、定期的に監査を実施する体制について整備しております。
　 
　カ、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　監査役会及び監査役監査に関する事務を分掌する専任の組織として、監査役室を設置しております。
　　監査役室の所属員（２名）は監査役の指揮命令に服すとともに、その異動及び評価については、常任監
　　査役の同意を得ることとしております。
　　　常任監査役は、常務会及び執行役員会に出席し、当社及びグループ経営上重要な業務の執行状況、営
　　業成績及び財産の状況等の報告を聴取するほか、決裁後の禀議書及び内部監査報告書等重要な文書の回
　　付を受ける体制を整えております。また、必要に応じ、取締役及び使用人との間で、個別の経営課題に
　　関する意見交換を行うことができる体制を整えております。

 
　

EDINET提出書類

南海電気鉄道株式会社(E04106)

有価証券報告書

39/96



③　会計監査の状況
　　単体及び連結の計算書類並びに財務諸表の監査を目的として、あずさ監査法人と監査契約を締結し、監
  査証明業務を担当する社員として３名の公認会計士が指定されております。また、監査業務に係る補助者
　は、監査法人の選定基準に基づき決定されており、具体的には公認会計士５名及び会計士補等９名を主た
　る構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構成されております。
　　なお、当連結会計年度については、次の３名の指定社員（公認会計士）から監査報告を受けておりま
　す。
　　指定社員（公認会計士）山中 俊廣
　　指定社員（公認会計士）前田 徹　
　　指定社員（公認会計士）田中 基博
　 
④　内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携の状況

　　業務運営の状況を的確に把握し、その改善を促進していくとともに、コンプライアンス経営の維持及び
　増進を目的として、内部監査部門（所属員11名）及びコンプライアンス経営推進部門（所属員４名）が連
　携して、内部監査（グループ会社監査を含む。）を実施しております。当該内部監査と監査役監査の相互
　連携を密にして、両者あいまって監査の実効をあげ、自主的な監視機能の強化に努めております。

　　また、監査役と会計監査人は、半期ごとの会計監査報告のほか、必要に応じ会合の場を設け、相互連携
　を密にするとともに、監査役が業務監査で知り得た情報を会計監査人に伝え、また会計監査人が会計監査
　で知り得た情報を監査役に伝えるなど、業務監査及び会計監査双方の質的向上を期しております。

 
　 

⑤　社外取締役及び社外監査役との関係
　　当社の社外監査役のうち１名は、株式会社三井住友銀行の頭取であります。同社は当社の大株主であ
　り、当社は同社より資金借入等を行っております。

　　その他、当社と社外取締役及び社外監査役との間には、人的関係、資本的関係、取引関係等記載すべき
　事項はありません。
　
　 

 (2)役員報酬の内容
　役員報酬につきましては、金銭による報酬のみであり、不確定報酬や非金銭報酬はありません。報酬体系
は、企業価値や株価を意識した経営の浸透をはかるとともに、業績向上へのインセンティブを高めるため、
平成17年６月29日をもって、年功的色彩の強かった役員退職慰労金制度を廃止し、業績連動型報酬と自社株
取得型報酬を組み入れた役員報酬体系を導入いたしました。
　なお、平成10年６月26日開催の定時株主総会において、取締役に対する報酬は月額47百万円以内とするこ
と、また平成９年６月27日開催の定時株主総会において、監査役に対する報酬は月額７百万円以内とするこ
とをそれぞれ決定しております。
　当連結会計年度である平成20年３月期に係る役員報酬は、取締役16名に対し２億44百万円(うち社外取締役３
名に対し25百万円)、監査役５名に対し66百万円（うち社外監査役３名に対し18百万円）であります。なお、監査
役に対する報酬には、平成19年９月30日に辞任した監査役　西川善文が受領を辞退した報酬が含まれておりま
す。このほか、平成19年６月28日に任期満了により退任した取締役４名に対し、退職慰労金の打切支給額として
１億１百万円を支給しております。

　

  (3)監査報酬の内容
　当連結会計年度である平成20年３月期に係る、当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬は次
のとおりであります。
　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に基づく報酬額　　43百万円
　上記以外の業務(非監査業務）に基づく報酬額　　 　　　　　　　　　　　　 ４百万円
　※非監査業務の内容
　　　財務報告に係る内部統制の評価作業に関連する専門的助言
　　　連結子会社の監査役研修の実施
　
　 

　(4)取締役の定数
　取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。
　 
　 

　(5)取締役の選任の決議要件
　取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席
し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとする旨を、それぞれ定款に定めて
おります。
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　(6)株主総会決議事項のうち、取締役会で決議することができる事項
①　自己の株式の取得
　　経済情勢の変化に対応して、機動的な自己の株式の取得を可能とするため、会社法第165条第２項の規定
　により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めて
　おります。

②　中間配当に関する事項
　　当社は、株主への利益還元の機会を充実させるため、会社法第454条第５項に基づき、取締役会の決議に
  より毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　 
　 

　(7)株主総会の特別決議要件
　会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており
ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することで、特別決議をより確実に行うことを目
的とするものであります。 

　
コーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図　 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28
号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。
  前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、
当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作
成しております。
 

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以
下「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、財務諸表等規則及び「鉄道事業会計規則」（昭和62
年運輸省令第７号）に基づいて作成しております。
　第90期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第91期
事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており
ます。
 

２．監査証明について

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま
で）の連結財務諸表、及び第90期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表につい
て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20
年３月31日まで）の連結財務諸表、及び第91期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務
諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)　【連結財務諸表】
①　【連結貸借対照表】

　 　 前連結会計年度
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度
（平成20年３月31日） 　 　

区　　　　分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　　         

Ⅰ　流動資産 　　           

　１　現金及び預金 　　  19,586    18,908   

　２　受取手形及び売掛金 ※8  21,569    15,580   

　３　有価証券 　　　   12     12   

　４　たな卸資産 　   49,445     41,548   

　５　繰延税金資産 　　　   11,844     6,694   

　６　その他 　　    11,650      12,075   

　７　貸倒引当金 　　 △　　344   △　　269   

　　流動資産合計 　　   113,765  13.7   94,550  11.7 

Ⅱ　固定資産 　　       

　Ａ　有形固定資産 ※1,2,3       

　１　建物及び構築物 　　  321,541    330,982   

　２　機械装置及び運搬具 　　　  22,451    21,271   

　３　土地 ※7  280,757    281,596   

　４　建設仮勘定 　　  36,624    27,933   

　５　その他 　　  3,161    3,211   

　　有形固定資産合計 　　  664,537    664,996   

　Ｂ　無形固定資産        

　１　施設利用権他 　　  2,828    2,829   

　　無形固定資産合計 　　  2,828    2,829   

　Ｃ　投資その他の資産　 　　       

　１　投資有価証券 ※1,6  31,632    24,381   

　２　長期貸付金 　　  1,903    1,885   

　３　繰延税金資産 　　  6,306    8,901   

　４　その他   10,295   9,133   

　５　貸倒引当金 　　 △　1,375   △  　654   

　　投資その他の資産合計 　　  48,762    43,647   

　　固定資産合計 　　    716,128  86.3    711,473  88.3 

　　　資産合計 　　   829,893  100.0   806,024  100.0 

　 　 　 　 　 　 　 　

  

 　 前連結会計年度
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度
（平成20年３月31日） 　 　

区　　　　分
注記
番号

金額 （百万円）
構成比
（％）

金額 （百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　　       

Ⅰ　流動負債 　　       

　１　支払手形及び買掛金 ※1,8  21,316    14,450   

　２　短期借入金 ※1  112,793    118,021   

　３　１年以内償還社債   21,040    30,140   

　４　未払法人税等 　　 　  773    1,007   

　５　繰延税金負債 　  － 　 　  32 　 　

　６　賞与引当金   2,190    2,168   

　７　その他　 　　  47,880    49,075   
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　　流動負債合計 　　   205,994  24.8   214,895  26.7 

Ⅱ　固定負債 　　         

　１　社債   90,140    80,000   

　２　長期借入金 ※1  291,150    274,187   

　３　繰延税金負債 　　　  45,813    40,531   

　４　再評価に係る繰延税金負債 ※7  28,702    28,200   

　５　退職給付引当金 　　  20,947    18,073   

　６　投資損失引当金 　　  996    288   

　７　預り保証金及び敷金   27,670    28,313   

　８　負ののれん  555   1,246   

　９　その他 　　 1,936   1,632   

　　固定負債合計 　　  507,911  61.2  472,472  58.6 

　　　負債合計    713,906   86.0   687,368   85.3 

           

（純資産の部）      

Ⅰ　株主資本      

　１　資本金   63,739  7.7  63,739  7.9 

　２　資本剰余金   18,488  2.2  18,490  2.3 

　３　利益剰余金   11,128  1.4  21,260  2.6 

　４　自己株式  △　   644  △0.1 △　   738  △0.1 

　　株主資本合計   92,712  11.2  102,752  12.7 

Ⅱ　評価・換算差額等      

　１　その他有価証券評価差額金   8,808  1.1  4,017  0.5 

　２　繰延ヘッジ損益   333  0.0  141  0.0 

　３　土地再評価差額金 ※7  11,297  1.4  10,339  1.3 

　　評価・換算差額等合計   20,440  2.5  14,499  1.8 

Ⅲ　少数株主持分   2,834  0.3  1,404  0.2 

　    純資産合計   115,987  14.0   118,656  14.7 

        負債純資産合計  　   829,893  100.0   806,024  100.0 
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②　【連結損益計算書】

　 　 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日

    至　平成19年３月31日） 

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日

    至　平成20年３月31日） 　　 　

区　　　　分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 　　　 　　 192,986 100.0 　　 188,254 100.0 

Ⅱ　営業費 ※1 　 　  　  　 　 　  　  　

　１　運輸業等営業費及び売上原価 ※2 160,567 　 　 153,557 　 　

　２　販売費及び一般管理費 ※3 　　5,844 　166,412 　86.2 　　5,823 　159,381 　84.7 

　　営業利益   　　 　26,574 13.8 　　 　28,873 15.3 

Ⅲ　営業外収益  　　 　 　 　　 　 　

　１　受取利息   　　73 　 　 　　93 　 　

　２　受取配当金  　　377 　 　 　　382 　 　

　３　持分法による投資利益    　269 　 　 　253 　 　

　４　雑収入    　　925 　1,646 　0.8 　　763 　1,492 　0.8 

Ⅳ　営業外費用   　　 　 　 　　 　 　

　１　支払利息   　　10,703 　 　 　　10,614 　 　

　２　雑支出   　　733 　11,436 　5.9 　　841 　11,456 　6.1 

　　経常利益   　　 　16,783 　8.7 　　 　18,909 　10.0 

Ⅴ　特別利益   　　 　 　 　　 　 　

　１　工事負担金等受入額  －   2,631   

　２　固定資産売却益 ※4 348   331   

　３　投資有価証券売却益  7,524    －    

　４　容積利用権売却益  1,134   －   

　５　その他 　 　　1,242 　10,249 　5.3 　　684 　3,648 　2.0 

Ⅵ　特別損失　  　　 　 　 　　 　 　

　１　たな卸資産評価損 　 － 　 　 7,213 　 　

　２　固定資産除却損  －   983   

　３　販売用不動産評価損 　 20,356 　 　 － 　 　

　４　減損損失 ※5 1,317 　 　 － 　 　

　５　固定資産売却損 ※6 30 　 　 － 　 　

　６　その他  625 22,330 11.6 899 9,096 4.8 

　　税金等調整前当期純利益    　4,703 2.4  　13,461 7.2 

　　法人税、住民税及び事業税   　　1,479 　 　 　　1,427 　 　

    法人税等調整額   　△3,195 △1,715 △0.9 　575 2,002 1.1 

　　少数株主利益 　 　 176 　0.1  　 92 　0.1  

　　当期純利益 　 　 6,242  3.2  　 11,365  6.0  

　　   　　　 　　 　　 　　　 　　 　　 

③　【連結株主資本等変動計算書】
　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本 　　

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

　

平成18年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73918,4767,295△    52688,984　

連結会計年度中の変動額 　　 　 　 　  　

　剰余金の配当（注） 　　 　　 △  1,574 　 △  1,574　

　当期純利益 　 　 6,242 　 6,242　

　土地再評価差額金取崩額 　 　 △    834 　 △    834　

　自己株式の取得 　 　 　 △    136△    136　
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　自己株式の処分 　 12 　 18 31　

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

　 　 　 　 　　

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　（百万円）

0 12 3,833△    1173,728　　　

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73918,48811,128△    64492,712　　

　 　 　 　 　 　 　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

14,698 － 18,26832,967 2,810124,761

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　 　 　△  1,574

　当期純利益 　 　 　 　 　 6,242

　土地再評価差額金取崩額 　 　 　 　 　 △    834

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △    136

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 31

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

△  5,890 333△  6,970△ 12,526 24 △ 12,502

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　（百万円）

△  5,890 333△  6,970△ 12,526 24 △  8,774

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

8,808 333 11,29720,440 2,834115,987

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
 
  当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
株主資本 　　

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

　

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73918,48811,128△    64492,712　

連結会計年度中の変動額 　　 　 　 　  　

　剰余金の配当 　　 　　 △  2,097 　 △  2,097　

　当期純利益 　 　 11,365 　 11,365　

　土地再評価差額金取崩額 　 　     864 　     864　

　自己株式の取得 　 　 　 △    114△    114　

　自己株式の処分 　 1 　 20 21　

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

　 　 　 　 　　

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　（百万円）

0 1 10,132△     9410,040　　　

平成20年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73918,49021,260△    738102,752　　

　 　 　 　 　 　 　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

8,808 333 11,29720,440 2,834115,987

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　△  2,097
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　当期純利益 　 　 　 　 　 11,365

　土地再評価差額金取崩額 　 　 　 　 　     864

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △    114

　自己株式の処分 　 　 　 　 　 21

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額（純額）

△  4,790△    192△    958△  5,941△  1,430△  7,371

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　（百万円）

△  4,790△    192△    958△  5,941△  1,430  2,668

平成20年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

4,017 141 10,33914,499　1,404118,656

④　【連結キャッシュ・フロー計算書】
    前連結会計年度

(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年４月１日  
至 平成20年３月31日)

   
   

区　　　　分
注記
番号

金額
（百万円）

金額
（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー　    　   　
　　　税金等調整前当期純利益       4,703      13,461 
　　　減価償却費  18,783 20,281 
　　　減損損失 　 1,317 － 
　　　賞与引当金の増減額（減少：△）  △        17 △        21 
　　　退職給付引当金の増減額（減少：△）　　  △     2,858 △     2,873 
　　　貸倒引当金の増減額（減少：△）  △       147 △       146 
      受取利息及び配当金 　 △　     451 △　     475 
　　　支払利息  10,703 10,614 
　　　持分法による投資損益（益：△）  　△  　　 269 　△  　　 253 
　　　投資有価証券売却損益（益：△）  △     7,524 △        95 
　　　投資有価証券評価損  － 27 
　　　固定資産売却損益（益：△）  △　     341 △　     406 
　　　固定資産除却損  1,220 1,723 
　　　工事負担金等受入額  △　      85 △　   2,631 
　　　特別退職金  － 96 
　　　売上債権の増減額（増加：△）      △   　5,290       　4,998 
　　　仕入債務の増減額（減少：△）       1,225      △     7,394 
　　　たな卸資産の増減額（増加：△）  3,996 △       142 
　　　投資損失引当金の増減額（減少：△）       △     2,347      △       708 
　　　販売用不動産評価損  　　 20,356 － 
　　　たな卸資産評価損  　　 － 8,215 
　　　未払消費税等の増減額（減少：△）  　 　 　88 　 　△       265 
　　　預り保証金・敷金の増減額（減少：△）  　 △　　 　857 　　 　643 
　　　その他    298 385 
　　　　　　　小　　　計   42,502 45,029 
　　　利息及び配当金の受取額   456 480 
　　　利息の支払額   △　　10,802 △　　10,698 
　　　法人税等の支払額   △     2,315 △       675 
　　　特別退職金の支払額          －        △        96 

　　営業活動によるキャッシュ・フロー  29,839 34,040 

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     
　　　固定資産の取得による支出  △    23,934 △    24,234 
　　　固定資産の売却による収入  1,748 1,669 
　　　工事負担金等収入  3,117 4,582 
　　　投資有価証券の取得による支出  △       236 △     2,097 
　　　投資有価証券の売却による収入  10,113 319 
　　　子会社株式追加取得による支出  △    　  90 △    　 171 
　　　子会社株式売却による収入 　 85 － 
　　　連結範囲の変更を伴う子会社株式売却による収入  178 － 
　　　短期貸付金の増減額（増加：△）  　  　 3 　  　 △       411 
　　　長期貸付による支出  △　 　　730 △　 　　368 
　　　長期貸付金の返済による収入  827 955 
　　　その他  690 207 

　　投資活動によるキャッシュ・フロー　  △     8,226 △    19,549 

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー   　 　
　　　短期借入金等の増減額（減少：△）  △     9,241      2,608 
　　　長期借入による収入  45,255 32,840 
　　　長期借入金の返済による支出  △    48,271 △    47,183 
　　　社債発行による収入  19,895 19,895 
　　　社債償還による支出  △    30,140 △    21,040 
　　　配当金の支払額

 
△     1,574 △     2,092 

　　　子会社の親会社株式売却による収入 20 － 
　　　その他  △       132 △        97 
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　　財務活動によるキャッシュ・フロー  △    24,187 △    15,069 

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △     2,574 △       578 
Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  21,065 18,490 

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 18,490 17,912 
     

次へ 
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（セグメント情報）
【事業の種類別セグメント情報】
前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　　 運輸業 不動産業 流通業
レジャー
・サービ
ス業

建設業
その他の
事業

計
消去又は
全社

連　結

　 (百万円)(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)(百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
   営業収益

83,284 23,846 24,621 19,217 40,142 1,874 192,986 － 192,986 

(2)セグメント間の
　 内部営業収益
　 又は振替高

1,842 1,232 1,991 8,840 9,538 2,517 25,962 (25,962)－

計 85,126 25,078 26,613 28,057 49,681 4,392 218,949 (25,962)192,986 

　営業費 70,828 16,357 25,124 26,880 48,962 4,054 192,206 (25,794)166,412 

　営業利益 14,297 8,721 1,488 1,177 718 338 26,742 (   167)26,574 

Ⅱ資産、減価償却費、
　減損損失及び資本的
　支出

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　資産 356,399 287,307 65,161 58,701 33,556 1,158 802,285 27,607 829,893 

　減価償却費 11,186 4,083 2,285 1,411 148 26 19,142 (   359)18,783 

　減損損失 372 455 0 451 37 0 1,317 － 1,317 

　資本的支出 12,489 929 7,458 2,799 55 35 23,767 0 23,767 

（注）1.事業区分の方法　おおむね日本標準産業分類の大分類によっております。　
　　　2.各区分の主な内容

　運輸業 ・・・鉄道事業、軌道事業、バス事業、海運業、貨物運送業、車両整備業
　不動産業 ・・・不動産賃貸業、不動産販売業
　流通業 ・・・ショッピングセンターの経営、物品販売業、建築材料卸売業
　レジャー・サービス業 ・・・遊園事業、旅行業、ホテル・旅館業、競艇施設賃貸業

ビル管理メンテナンス業
　建設業 ・・・建設業
　その他の事業 ・・・印刷業、損害保険代理業、広告代理業
3.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、44,691百万円であります。その主なものは、
親会社での現金及び預金、投資有価証券及び長期貸付金等であります。
　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日） 

　　　 運輸業 不動産業 流通業
レジャー
・サービ
ス業

建設業
その他の
事業

計
消去又は
全社

連　結

　 (百万円)(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)(百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
   営業収益

84,114 30,303 24,641 21,039 26,393 1,761 188,254 － 188,254 

(2)セグメント間の
　 内部営業収益
　 又は振替高

1,895 1,256 733 8,786 8,132 2,273 23,076 (23,076)－

計 86,010 31,560 25,374 29,826 34,525 4,034 211,331 (23,076)188,254 

　営業費 72,005 20,657 22,981 28,498 34,571 3,721 182,435 (23,053)159,381 

　営業利益又は
　営業損失

14,004 10,902 2,393 1,328 △  45 312 28,896 (    23)28,873 

Ⅱ資産、減価償却費
　及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　資産 356,688 274,483 65,935 55,851 26,861 1,025 780,846 25,178 806,024 

　減価償却費 11,688 3,929 3,200 1,680 137 28 20,666 (   384)20,281 

　資本的支出 14,131 2,759 5,807 2,083 66 6 24,855 0 24,855 

（注）1.事業区分の方法　おおむね日本標準産業分類の大分類によっております。　
　　　2.各区分の主な内容

　運輸業 ・・・鉄道事業、軌道事業、バス事業、海運業、貨物運送業、車両整備業
　不動産業 ・・・不動産賃貸業、不動産販売業
　流通業 ・・・ショッピングセンターの経営、物品販売業、建築材料卸売業
　レジャー・サービス業 ・・・遊園事業、旅行業、ホテル・旅館業、競艇施設賃貸業

ビル管理メンテナンス業
　建設業 ・・・建設業
　その他の事業 ・・・印刷業、損害保険代理業、広告代理業
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3.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、39,880百万円であります。その主なものは、
親会社での現金及び預金、投資有価証券及び長期貸付金等であります。
4.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（１）③（会計方針の変更）に記載のとおり、
当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が
平成20年３月31日以前に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに
伴い、当連結会計年度から同会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比較し
て、当連結会計年度の営業費は、不動産業が962百万円、建設業が40百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額
減少しております。
5.「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（２）①（追加情報）に記載のとおり、当連結
会計年度より、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税
法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、
取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上してお
ります。この結果、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費は、運輸業が706百万円、
不動産業が204百万円、流通業が199百万円、レジャー・サービス業が119百万円、建設業が６百万円増加し、
営業利益はそれぞれ同額減少しております。
　

【所在地別セグメント情報】
　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平
成20年３月31日）については、本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社は存在しないため記載しておりません。
　　 
【海外売上高】
　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平
成20年３月31日）については、海外売上高はないため、記載しておりません。
　　

【関連当事者との取引】
　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
　　該当事項はありません。
　
　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
　　該当事項はありません。
 
（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

  
　１株当たり純資産額　　　　　215円78銭 　１株当たり純資産額　　　　　223円71銭
  
　１株当たり当期純利益金額 　　11円90銭

　　新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式
  調整後１株当たり当期純利益金額については記載して
  おりません。

　１株当たり当期純利益金額 　　21円68銭

　　新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式
  調整後１株当たり当期純利益金額については記載して
  おりません。

 
（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

　当期純利益　　　　　　　　　　　（百万円） 6,242  11,365  

　普通株主に帰属しない金額　　　　（百万円） 0  0  

　普通株式に係る当期純利益　　　　（百万円） 6,242  11,365  

　普通株式の期中平均株式数　　　　（千株） 524,545  524,253  

（重要な後発事象）
　　該当事項はありません。
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⑤　【連結附属明細表】
　【社債明細表】

会社名 銘柄
発行年月
日

前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

  
平成年月
日

　 　   平成年月日

南海電気鉄道㈱
第14回
無担保社債

 9.12.12
10,000 
(10,000)

0  2.80 なし 19.12.12

〃
第16回
無担保社債

10. 2. 5
10,000 
(10,000)

0  3.00 〃 20. 2. 5

〃
第18回
無担保社債

10. 8.1010,000 
10,000 
(10,000)

 2.70 〃 20. 8. 8

〃
第20回
無担保社債

12. 2.1010,000 10,000  2.35 〃 22. 2.10

〃
第21回
無担保社債

12. 8.1010,000 10,000  2.55 〃 22. 8.10

〃
第25回
無担保社債

16. 1.3020,000 
20,000 
(20,000)

 1.39 〃 21. 1.30

〃
第26回
無担保社債

18. 2. 620,000 20,000  1.23 〃 23. 2. 4

〃
第27回
無担保社債

18. 8. 320,000 20,000  2.05 〃 23. 8. 3

〃
第28回
無担保社債

19. 6. 7 0 20,000  1.75 〃 24. 6. 7

住之江興業㈱
第４回
無担保社債

15. 3.25
   900 
(900)

   0  0.42 〃 20. 3.25

〃
第５回
無担保社債

16. 3.31
   280 
(140)

   140 
(140)

 0.59 〃
  20.9.30～
  21.3.31

合計 －  －
111,180 
(21,040)

110,140 
(30,140)

－ － － 

（注）1.当期末残高欄の（　）内の金額は、１年以内に償還予定のもので、連結貸借対照表では流動負債として
　　　　表示しております。
　　　2.連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。
 

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

30,140  10,000  30,000  20,000  20,000  
　　
　【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

　短期借入金 65,435  68,403  1.776 －

　１年以内に返済予定の長期借入金 　47,358  　49,618  2.186 －

　１年以内に返済予定のリース債務 － － － － 

　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 　291,150  　274,187  2.149
平成21年４月13日～
平成40年３月27日

　リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

　その他の有利子負債 0  0  － －

計 　403,944  　392,208  － －

（注）1.「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。
　　　2.長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下
　　　　のとおりであります。
 

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 45,710  52,422  45,733  31,312  
　 
(2)　【その他】
　　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】
(1) 【財務諸表】
　①【貸借対照表】

　　　 　　 第９０期 第９１期

　　　　 　　 (平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

区　　　　分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

（資産の部） 　　 　　　 　　　 　 　　　 　　　 　
Ⅰ　流動資産 　　 　　　 　　　 　 　　　 　　　 　
　１　現金及び預金 　 　　　 　 8,273 　 　　　 　 8,435 　
　２　未収運賃 ※1 　　　 　1,862 　 　　　 　2,222 　
　３　未収金 ※1 　　　 　4,354 　 　　　 　5,884 　
　４　未収収益 ※1 　　　 　1,673 　 　　　 　1,133 　
　５　短期貸付金 ※1 　　　 　8,121 　 　　　 　6,124 　
　６　販売土地及び建物  　 　44,565 　 　 　31,677 　
　７　貯蔵品 　 　 　1,252 　 　 　1,345 　
　８　前払費用 ※1 　 　369 　 　 　385 　
　９　繰延税金資産 　 　 　11,997 　 　 　6,193 　
　10　受託工事立替金 　 　 　575 　 　 　662 　
　11　その他流動資産 ※1 　 　543 　 　 　308 　

　12　貸倒引当金 　　 　　　 　△　2,785 　 　　　 　△ 　 876 　

　　流動資産合計 　　 　 　80,804 13.0 　 　63,498 10.1 

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　
　１　鉄道事業固定資産 ※3 　 　 　 　 　 　
　　(1)　有形固定資産 ※4 522,096 　 　 529,244 　 　

　　　 　減価償却累計額 　 228,897 　293,199 　 236,183 　293,061 　

　　(2)　無形固定資産 　 　　 　774 　 　　 　939 　

　　　鉄道事業固定資産合計 　 　 　293,974 　 　 　294,000 　
　２　開発関連及び付帯事業
　　　固定資産 

　 　 　 　 　 　 　

　　(1)　有形固定資産 　　 　105,720 　 　 　106,994 　 　

　　　 　減価償却累計額 　 34,530 71,190 　 35,461 71,533 　

　　(2)　無形固定資産 　 　 64 　 　 48 　
　　　開発関連及び付帯事業
　　　固定資産合計 

　　 　 　71,254 　 　 　71,581 　

　３　各事業関連固定資産 　 　 　 　 　 　 　
　　(1)　有形固定資産 　 1,830 　 　 1,875 　 　

　　　 　減価償却累計額 　 1,032 798 　 1,068 807 　

　　(2)　無形固定資産 　 　 451 　 　 306 　

　　　各事業関連固定資産合計 　　 　 　1,250 　 　 　1,114 　

　４　建設仮勘定 　 　 　 　 　 　 　
　　(1)　鉄道事業 　 24,650 　 　 27,045 　 　

　　(2)　開発関連及び付帯事業 　 101 　 　 434 　 　

　　　建設仮勘定合計 　　 　 　24,752 　 　 　27,480 　

　５　投資その他の資産 　　 　 　 　 　 　 　
　　(1)　投資有価証券 　　 　15,658 　 　　 　13,423 　 　　
　　(2)　関係会社株式 　　 　77,766 　 　 　72,908 　 　
　　(3)　出資金 　　 　400 　 　 　400 　 　
　　(4)　関係会社長期貸付金 　　 　63,366 　 　 　78,837 　 　
　　(5)　長期前払費用 　 　96 　 　 　309 　 　
　　(6)　繰延税金資産 　 4,938 　 　 10,524 　 　
　　(7)　差入保証金及び敷金 ※1 137 　 　 135 　 　
　　(8)　その他の投資等 ※1 1,757 　 　 1,703 　 　
　　(9)　投資評価引当金 　　 △　10,287 　 　 △  5,026 　 　

　　(10) 貸倒引当金 　　 △　 2,587 　 　 △　1,303 　 　

　　　 投資その他の資産合計 　　 　 151,245 　 　 171,911 　

　 　固定資産合計 　　 　 542,478 87.0 　 566,089 89.9 

　　　　 資産合計 　　 　 623,282 100.0 　 629,587 100.0 

　　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　

　　　 　　 第９０期 第９１期

　　　　 　　 (平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

区　　　　分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

（負債の部） 　　 　　　　 　　　 　　 　　　　 　　　 　　
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Ⅰ　流動負債 　　 　　　　 　　　 　　 　　　　 　　　 　　

　１　短期借入金 　　  　54,213 　　  　58,203 　　

　２　１年以内返済長期借入金 ※3 　　　　 　26,529 　　 　　　　 　33,413 　　

　３　１年以内償還社債 　 　　　　 　20,000 　　 　　　　 　30,000 　　

　４　未払金 ※1 　　　　 11,441 　　 　　　　 13,627 　　

　５　未払費用 ※1 　　　　 2,586 　　 　　　　 2,850 　　

　６　未払消費税等 　 　 587 　 　 100 　

　７　未払法人税等 　 　 148 　 　 70 　

　８　預り連絡運賃 ※1 　 1,264 　 　 1,265 　

　９　預り金 ※1 　 7,415 　 　 8,695 　

　10　従業員預り金　 　 　 3,755 　 　 3,595 　

　11　前受運賃 　 　 3,085 　 　 3,216 　

　12　受託工事前受金 　 　 16,996 　 　 19,095 　

　13　前受金 　 　 1,543 　 　 22 　

  14　前受収益 ※1     302         224     

  15　賞与引当金   　 988 　　 　 1,001 　　

　　流動負債合計 　　 　 150,858 24.2 　 175,382 27.9 

Ⅱ　固定負債 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　

　１　社債 　　 　　 90,000 　　 　　 80,000 　　

　２　長期借入金 ※3 　　 224,609 　　 　　 217,555 　　

　３　再評価に係る繰延税金負債 ※2 　　 27,872 　　 　　 27,370 　　

　４　退職給付引当金 　　 　　 16,909 　　 　　 13,790 　　

　５　投資損失引当金 　　 　 172 　　 　 242 　　

　６　その他 ※1 　　 4,884 　　 　　 4,774 　　

　　固定負債合計 　　 　　 364,448 58.5 　　 343,733 54.6 

　　　負債合計 　　 　　 515,307 82.7 　　 519,115 82.5 

　　 　 第９０期 第９１期

　 　 (平成19年３月31日) (平成20年３月31日)

区　　　　分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

（純資産の部） 　 　　　　 　　　 　　 　　　　 　　　 　　

Ⅰ　株主資本 　 　　  　　 　　  　 

　１　資本金 　 　　 63,739 　10.2 　　 63,739 10.1 

　２　資本剰余金 　      　      　　

　 (1)　資本準備金 　 15,935     　　 15,935     　　

　 (2)　その他資本剰余金 　 　2,535 　    　2,537 　    

　　資本剰余金合計 　  18,470 　3.0  18,472 2.9 

　３　利益剰余金 　  　　　　   　　　　    

　 (1)　その他利益剰余金 　 　　　 　 　 　　　 　  

　　 　  繰越利益剰余金 　 　11,965 　 　 　17,788 　 　 　

　　利益剰余金合計 　 　　　 11,965 　1.9 　　　 17,788 2.9 

　４　自己株式 　 　　　 △　　608 △ 0.1 　　　 △　　702 △ 0.1 

　　株主資本合計 　 　　  　 93,566 　15.0 　　　 　99,297  15.8 

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　　    　 　   

　１　その他有価証券評価差額金 　　 　　　　 3,825 　0.6 　　　　 1,549 0.2 

　２　繰延ヘッジ損益 　 　　　 △　　  3 △ 0.0 　　　 　△　　  2 △ 0.0 

　３　土地再評価差額金 ※2 　　 10,585 　1.7  　　 9,627 1.5 

　　評価・換算差額等合計 　  14,408 　2.3  11,174 　1.7 

　　　純資産合計 　  107,975 　17.3  110,471 　17.5 
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　　　負債純資産合計 　  623,282 100.0  　629,587 100.0  
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②【損益計算書】

　　 　 第９０期 第９１期
　　  　 (自 平成18年４月１日 (自 平成19年４月１日
　　 　   至 平成19年３月31日)   至 平成20年３月31日)

区　　　　分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

　金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　鉄道事業営業利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)旅客運輸収入 　 54,639 　 　 55,132 　 　

　　(2)運輸雑収 　 3,457 58,097 　82.8 3,860 58,992 　76.2 

　２　営業費 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)運送営業費 　 31,525 　 　 32,370 　 　

　　(2)一般管理費 　 2,814 　 　 2,771 　 　

　　(3)諸税 　 2,239 　 　 2,071 　 　

　　(4)減価償却費 　 9,013 45,592 65.0 9,447 46,661 60.3 

　　鉄道事業営業利益 　 　 　12,504 　17.8 　 　12,331 　15.9 

Ⅱ　開発関連及び付帯事業営業利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)土地建物販売収入 　 2,724 　 　 9,065 　 　

　　(2)流通事業収入 　 　1,336 　 　 　1,342 　 　

　　(3)土地建物賃貸収入 　 　6,552 　 　 　6,579 　 　

　　(4)その他の事業収入 　 1,458 　12,071 17.2 　1,449 　18,436 23.8 

　２　営業費 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)売上原価(注2) ※1 3,154 　 　 7,185 　 　

　　(2)販売費及び一般管理費 　 4,531 　 　 4,838 　 　

　　(3)諸税 　 927 　 　 894 　 　

　　(4)減価償却費 　 1,678 10,291 　14.6 1,764 14,682 　18.9 

　　開発関連及び付帯事業営業利益 　 　 1,780 　2.6 　 3,753 　4.9 

　　全事業営業利益 　 　 　14,284 　20.4 　 　16,084 　20.8 

Ⅲ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 ※2 1,244 　 　 1,677 　 　

　２　有価証券利息 　          1 　 　 14 　 　

　３　受取配当金 ※2 6,308 　 　 2,515 　 　

　４　雑収入 　 453 8,006 11.3 397 4,605 5.9 

Ⅳ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 　6,161 　 　 　6,375 　 　

　２　社債利息 　 　2,396 　 　 　2,435 　 　
　３　社債発行費 　 　104 　　 　　 　104 　　 　　

　４　投資評価引当金繰入額 　 　44 　 　 　244 　 　

　５　雑支出 　 232 8,938 12.7 287 9,447 12.2 

　　経常利益 　 　 13,352 　19.0 　 11,243 　14.5 

　　 　 第９０期 第９１期

  　 (自 平成18年４月１日 (自 平成19年４月１日

　　 　   至 平成19年３月31日)   至 平成20年３月31日)

区　　　　分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

　金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅴ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　工事負担金等受入額 ※3 －          2,530          

　２　関連事業整理益  ※4 1,147        466        

　３　固定資産売却益 ※5 318 　 　 130 　 　

　４　投資有価証券売却益   7,332 　 　 － 　 　

　５　容積利用権売却益  130 8,928 12.7 － 3,126 4.1 

Ⅵ　特別損失 　             　 　            　 　

　１　たな卸資産評価損  　－ 　 　 　7,432 　 　

　２　固定資産除却損  　－ 　 　 　522 　 　
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　３　環境対策費  －   　255   

　４　販売用不動産評価損  　20,239 　 　 　－ 　 　

　５　減損損失 ※6 822 21,061 　30.0 － 8,210 　10.6 

　　税引前当期純利益 　 　 1,219  1.7    6,158 8.0 

　　法人税、住民税及び事業税 　 　△ 2,024  　 △ 2,506 　 　

　　法人税等調整額 　 438   △ 1,586  △ 2.3 1,608   △   897 △ 1.1 

　　当期純利益 　 　  2,806  4.0    7,056 9.1 

 　 　       

  

第９０期 第９１期

（注）1　百分比は、全営業収益70,168百万円を100と
　　　　 する比率であります。

（注）1　百分比は、全営業収益77,429百万円を100と
　　　　 する比率であります。

　　　2　売上原価の内訳は、販売土地建物売上原価
　　　　 3,112百万円、流通事業売上原価3百万円、
　　　　 その他の事業売上原価38百万円であります。
　　　

　　　2　売上原価の内訳は、販売土地建物売上原価
　　　　 7,151百万円、流通事業売上原価－百万円、
　　　　 その他の事業売上原価33百万円であります。
         　　　

営業費明細表
　　 　 第９０期 第９１期
　　 　 (自 平成18年４月１日 (自 平成19年４月１日

　　 　   至 平成19年３月31日)   至 平成20年３月31日)

区　　　　分
注記
番号

　金額（百万円） 　金額（百万円）

Ⅰ　鉄道事業営業費 ※1  　 　 　  　 　 　
　１　運送営業費 　   　 　 　   　 　 　
　　(1)人件費 　 16,148 　 　 16,065 　 　
　　(2)経費 　 15,376 　 　 16,304 　 　
　　　　計 　 　 31,525 　 　 32,370 　
　２　一般管理費 　 　 　 　 　 　 　
　　(1)人件費 　 1,455 　 　 1,475 　 　
　　(2)経費 　 1,359 　 　 1,295 　 　
　　　　計 　 　 　2,814 　 　 　2,771 　
　３　諸税 　 　 　2,239 　 　 　2,071 　
　４　減価償却費 　 　 9,013 　 　 9,447 　
　　鉄道事業営業費合計 　 　 　 45,592 　 　 46,661 
Ⅱ　開発関連及び付帯事業営業費 ※2 　 　 　 　 　 　
　１　売上原価 　 　 　 　 　 　 　
　　(1)販売土地建物売上原価 　 　3,112 　 　 　7,151 　 　
　　(2)流通事業売上原価 　 　3 　 　 　－ 　 　
　　(3)その他の事業売上原価 　 38 　 　 33 　 　
　　　　計 　 　 3,154 　 　 7,185 　
　２　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　
　　(1)人件費 　 898 　 　 976 　 　
　　(2)経費 　 3,632 　 　 3,861 　 　
　　　　計 　 　 4,531 　 　 4,838 　
　３　諸税 　 　 927 　 　 894 　
　４　減価償却費 　 　 1,678 　 　 1,764 　
　　開発関連及び付帯事業
　　　　　　　　　　営業費合計

　 　 　 10,291 　 　 14,682 

　　全事業営業費合計 　 　 　 55,884 　 　 61,344 
　　　 　 　 　 　 　 　 　 
　
　事業別営業費合計の100分の５を超える主な費用、並びに営業費に含まれている引当金繰入額は、次のとおりで
あります。

第９０期 第９１期
（注）※1  鉄道事業営業費 百万円（注）※1  鉄道事業営業費 百万円
　　　　　　 運送営業費　　 給与 13,733   　　　　　　 運送営業費　　 給与 13,557   
　　　　　　　　　　　　 　 修繕費 4,127   　　　　　　　　　　　　 　 修繕費 4,442   
　　　　　　　　　　　　　  動力費 2,539   　　　　　　　　　　　　　  動力費 2,579   
　　　　　　　　　　　　　  委託料 2,315   　　　　　　　　　　　　　  委託料 2,388   
　　　※2  開発関連及び付帯事業営業費 　　　※2  開発関連及び付帯事業営業費
　　　　　　 販売費及び一般管理費 　　　　　　 販売費及び一般管理費
　　　　　　　　  　　　　　給与 725                               給与 788   
　　　　　　　　　  　　　　賃借料 515   　　　　　　　　  　　　　　雑費 1,011   
　　                        委託料 717   　　　　　　　　　  　　　　    
　　                        雑費 　870   　　                            
　　　　3  営業費（全事業）に含まれている
           引当金繰入額

　　　　3  営業費（全事業）に含まれている
           引当金繰入額

　　　　　　 賞与引当金繰入額 975   　　　　　　 賞与引当金繰入額 990   
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③【株主資本等変動計算書】
　第９０期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73915,9352,53218,46711,568△ 48393,291

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当（注）       △ 1,574  △ 1,574

　当期純利益     2,806  2,806

　土地再評価差額金取崩額     △   834  △   834

　自己株式の取得      △ 136△   136

　自己株式の処分   3 3  10 14

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計　
  　　　　　　　    （百万円）

0 0 3 3 396 △ 125 275

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73915,9352,53518,47011,965△ 60893,566

　

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

9,833 － 17,55627,389120,681

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当（注）          △  1,574

　当期純利益     2,806

　土地再評価差額金取崩額      △    834

　自己株式の取得     △    136

　自己株式の処分      14

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

△ 6,007△ 3△ 6,970△ 12,981△ 12,981

事業年度中の変動額合計
    　　　　　　　　（百万円）

△ 6,007△ 3△ 6,970△ 12,981△ 12,706

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

3,825 △ 3 10,58514,408107,975

　（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
  
　第９１期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73915,9352,53518,47011,965△ 60893,566

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当       △ 2,097  △ 2,097
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　当期純利益     7,056  7,056

　土地再評価差額金取崩額     864  864

　自己株式の取得      △ 114△   114

　自己株式の処分   1 1  20 21

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計　
  　　　　　　　    （百万円）

0 0 1 1 5,822△  94 5,730

平成20年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

63,73915,9352,53718,47217,788△ 70299,297

　

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

3,825 △ 3 10,58514,408107,975

事業年度中の変動額        

　剰余金の配当          △  2,097

　当期純利益     7,056

　土地再評価差額金取崩額      864

　自己株式の取得     △    114

　自己株式の処分      21

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

△ 2,276 1 △   958△  3,233△  3,233

事業年度中の変動額合計
    　　　　　　　　（百万円）

△ 2,276 1 △   958△  3,2332,496

平成20年３月31日残高
　　　　　　　　　　（百万円）

1,549 △ 2 9,62711,174110,471

　

次へ
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④【附属明細表】
　【有価証券明細表】
　　【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表
計上額
（百万円）

投資有価証券
その他
有価証券

　株式会社髙島屋 1,534,793 1,657

　大阪瓦斯株式会社 3,104,000 1,250

　株式会社紀陽ホールディングス 7,114,568 1,124

　株式会社泉州銀行 4,351,401 1,018

　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,040,500 907

　ダイキン工業株式会社　 177,000 751

  株式会社三井住友フィナンシャルグループ 990 688

　株式会社みずほフィナンシャルグループ 1,626 641

　関西国際空港株式会社 12,510 625

  株式会社クボタ 959,966 607

　その他（72銘柄） 8,520,567 4,139

計 26,817,921 13,412

　　【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
（口）

貸借対照表
計上額
（百万円）

投資有価証券
その他
有価証券

　投資事業有限責任組合出資金 1 10

計 1 10
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末
残高

（百万円）

当期
増加額
（百万円）

当期
減少額

（百万円）

当期
末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
または
償却累計額
（百万円）

当期
償却額
（百万円）

差引当期
末残高
（百万円）

　有形固定資産    　 　 　 　 　 　　　

　　土地 139,4151,390 282 140,523－ － 140,523

　　建物 114,4932,924 1,057116,36064,670 2,826 51,690

　　構築物 264,3304,411 499 268,241111,8584,900156,383

　　車両 79,698 1,520 876 80,34271,397 1,532 8,945

　　機械装置 21,949 1,110 383 22,67616,310 943 6,365

　　工具・器具・備品 9,761 561 352 9,970 8,476 572 1,493

　　建設仮勘定 24,75215,97313,246 27,480－ － 27,480

有形固定資産計 654,40027,89216,697665,596272,71310,775392,882

　無形固定資産 　　 　  　 　　 　　 　　 　　

　　ソフトウェア － － － 2,141 1,241 418 899

　　施設利用権他 － － － 640 246 19 394

無形固定資産計 － － － 2,782 1,487 437 1,294

　長期前払費用 153 261 － 414 105 48 309

　繰延資産 　　 　 　 　 　 　 　　

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）1.当期増加額の主なものは次のとおりであります。
　　　    建設仮勘定 百万円
　　　　　　泉大津市内ほか連続立体交差化工事 6,985      
　　　2.無形固定資産の金額が資産総額の１％以下でありますので、無形固定資産に係る記載中「前期末残高」、
　　　　「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 
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　【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

　貸倒引当金 5,373 0 1,960 1,233 2,179

　投資評価引当金 10,287 942 6,203 0 5,026

　賞与引当金 988 1,001 988 0 1,001

　投資損失引当金 172 578 0 509 242

（注）1.貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収可能見込額の見直しに伴う取崩額27百万円、投資評
　　　　価引当金への振替額626百万円、投資損失引当金への振替額578百万円であります。
      2.投資損失引当金の「当期減少額（その他）」は、損失見込額の見直しに伴う取崩額438百万円、投資評
　　　　価引当金への振替額71百万円であります。
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(2)【主な資産及び負債の内容】
　　　当事業年度（平成20年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金

　当座預金 3,127
　普通預金 4,092
　定期預金 220

計 7,440
現金 994
合計 8,435

②未収運賃

相手先 金額（百万円）
　株式会社スルッとＫＡＮＳＡＩ 1,211
　株式会社南海国際旅行 364
　大阪府都市開発株式会社 146
　西日本旅客鉄道株式会社 74
　その他 426

合計 2,222

③未収金

区分 金額（百万円）
　販売土地及び建物 2,634
　連結納税法人税個別帰属額 2,598
　その他 652

合計 5,884

④販売土地及び建物

地区別 金額（百万円） 面積（㎡）

土地

　和歌山県 22,660 2,054,193 
　大阪府 7,277 207,704 
　兵庫県 49 173,622 

計 29,987 2,435,519 
　建物 202 －
　マンション 1,487 －

合計 31,677 －

⑤貯蔵品

区分 金額（百万円）
　工事用品 1,328
　その他 17

合計 1,345

⑥関係会社株式

銘柄 金額（百万円）
　南海都市創造株式会社 30,607
　南海バス株式会社 10,500
　住之江興業株式会社 7,431
　南海辰村建設株式会社 7,358
　和歌山バス株式会社 3,400
　その他 13,609

合計 72,908

⑦関係会社長期貸付金

相手先 金額（百万円）
　南海都市創造株式会社 64,710
　南海橋本観光開発株式会社 2,458
　南海不動産株式会社 2,120
　徳島バス株式会社 1,706
　株式会社中の島 1,404
　その他 6,438
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合計 78,837

⑧短期借入金

相手先 金額（百万円）
　株式会社三井住友銀行 　11,900
　住友信託銀行株式会社 　10,066
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 　7,310
　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　5,555
　株式会社みずほコーポレート銀行 　3,538
　その他 　19,834

合計 　58,203

⑨１年以内返済長期借入金

相手先 金額（百万円）
　日本政策投資銀行 　6,165
　株式会社三井住友銀行 　2,239
　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　2,026
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 　1,850
　住友信託銀行株式会社 　1,746
　その他 　19,385

合計 　33,413

⑩未払金

区分 金額（百万円）
　未払工事代 7,835
　販売土地関係未払金 3,622
　購入物品代等 2,169

合計 13,627

※購入物品代等のうち主要な相手先別金額
相手先 金額（百万円）

　南海辰村建設株式会社 　490  
　南海ビルサービス株式会社 　92  
　南海マネジメントサービス株式会社 　49  
　日鐵商事株式会社 　47  
　南海印刷株式会社 　35  

⑪社債

銘柄 金額（百万円）
　第26回無担保社債 20,000
　第27回無担保社債 20,000
　第28回無担保社債 20,000
　第20回無担保社債 10,000
　第21回無担保社債 10,000

合計 80,000

⑫長期借入金

相手先 金額（百万円）
　日本政策投資銀行 　61,169
　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　32,515
　住友信託銀行株式会社 　17,799
　日本生命保険相互会社 　14,055
　株式会社三井住友銀行 　13,697
　その他 　78,318

合計 　217,555

(3)【その他】

　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

　事業年度 　４月１日から３月31日まで

　定時株主総会 　６月中

　基準日 　３月31日

　株券の種類
　10,000株券、5,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株式数を
　表示した株券

　剰余金の配当の基準日
　９月30日
　３月31日

　１単元の株式数 　1,000株

　株式の名義書換え 　

　　取扱場所 　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

　　取次所 　住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 　無料

　　新券交付手数料 　１枚につき230円

　単元未満株式の
　買取り・売渡し

　
　

　　取扱場所 　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

　　取次所 　住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取・売渡手数料 　無料

　株券喪失登録 　

　　取扱場所 　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 　大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

　　取次所 　住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　登録手数料 　申請１件につき10,000円　申請に係る株券１枚につき500円

　公告掲載方法

　電子公告により行います。
　但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで
　きない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
　なお、電子公告は当社のホームページに掲載して行い、そのアドレスは次のとお
　りです。
　http://www.nankai.co.jp/ir/koukoku/index.html

（注）当社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使
　　　することはできません。
　　　(１)会社法第189条第２項各号に掲げる権利
　　　(２)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利
　　　(３)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
      (４)株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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　株主に対する特典

　次のとおり、株主優待証類を贈呈

優待内容
６回乗車
カード

定期券式乗車
証

みさき
公園
ご招待
券　

軌道・
バス
割引付

（所有株式数） 　 　 　 　
　1,000株以上

１枚 － －
３枚

5,000株未満
　5,000株以上

２枚 － －
10,000株未満

　10,000株以上
３枚 － －

20,000株未満
　20,000株以上

５枚 － －
30,800株未満

　30,800株以上 １枚
１枚 －

51,100株未満
　51,100株以上

－ １枚
200,000株未満

　200,000株以上
－ ２枚

500,000株未満
　500,000株以上

－ ３枚
1,000,000株未満

　1,000,000株以
上

－ ５枚

10,000,000株未満

　10,000,000株
以上

－ 10枚

　　
資格確定日 贈呈時期 有効期間
３月31日 ６月下旬 ７月11日～翌年１月10日
９月30日 12月中旬 翌年１月11日～７月10日

  ６回乗車カード及びみさき公園ご招待券につきましては、お手許に届いた日から
ご利用いただけます。

○６回乗車カード
　当社電車線全線（りんくうタウン駅・関西空港駅間を除く。）でご利用いただけま
す。そのまま自動改札機に投入してご乗車いただくか、複数でのご乗車の場合等はあ
らかじめ自動券売機で乗車証に引き換えてもご乗車いただけます。（引き換えた乗車
証の有効期限は、カードと同じとなります。）１乗車（片道）でのご利用で、１回乗車
となります。（途中下車は前途無効）
　なお、ＩＣカードとの併用はできません。

○定期券式乗車証
　当社電車線全線（りんくうタウン駅・関西空港駅間を除く。）でご利用いただけま
す。有効期間内であれば、何回でもご乗車いただけます。記名人（株主ご本人）以外の
方もご利用いただけます。
　なお、ＩＣカードとの併用はできません。

○軌道・バス割引付定期券式乗車証
　当社電車線全線（りんくうタウン駅・関西空港駅間を除く。）でご利用いただけ
ます。さらに、阪堺電気軌道株式会社、南海バス株式会社、和歌山バス株式会社、
南海りんかんバス株式会社等当社指定のグループ会社の軌道線・乗合バス路線（高
速バス・リムジンバス等一部でご利用いただけない路線がございます。）をご利用
の際、乗務員にご呈示いただきますと、現金でのご利用に限り、１乗車100円でご
利用いただけます。（但し、持参人ご１名様に限ります。）
　なお、ＩＣカードとの併用はできません。

○みさき公園ご招待券
　１枚で、大人（中学生以上）１名様と子供（３才から小学生）２名様までご入園い
ただけます。プール、その他有料特設館は、別途料金が必要となります。

（その他）
○株主ご優待チケット
　当社グループ施設等を優待料金でご利用いただける「株主ご優待チケット」を、３
月31日現在1,000株以上ご所有の株主の皆さまに対し年１回（６月下旬）贈呈いたし
ます。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

    当事業年度の開始日から有価証券報告書の提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(１)有価証券報告書及びその添付書類　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　(事業年度(第90期)　　自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年６月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関東財務局長に提出

　

(２)半期報告書

　　(事業年度(第91期中)　自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関東財務局長に提出

　

(３)発行登録書(普通社債)及びその添付書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年５月18日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関東財務局長に提出

(４)発行登録追補書類及びその添付書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年５月29日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年５月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　近畿財務局長に提出

(５)訂正発行登録書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年６月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年12月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

1.連結の範囲に関する事
項

(1)連結子会社の数　57社
　
　主要な連結子会社名は、「第１ 企業
の概況 ４．関係会社の状況」に記載し
ているため、省略しております。
　
　葵商事株式会社、南海建物サービス株
式会社及び株式会社南海グリーンサー
ビスは連結子会社との合併、南海マリン
アセッツ株式会社、りんくうフェリー株
式会社、瀞峡観光船株式会社、熊野観光
バス株式会社、株式会社暖流、熊交ユー
ユーツアーズ株式会社及び株式会社南
海トラベルサービスは清算結了、辰村道
路株式会社は株式譲渡により、当連結会
計年度より連結の範囲から除外してお
ります。
　

(1)連結子会社の数　49社
　
　主要な連結子会社名は、「第１ 企業
の概況 ４．関係会社の状況」に記載し
ているため、省略しております。
　
　株式会社南海大阪ゴルフクラブ、株式
会社スミコウ、株式会社スミノエボート
システムは会社設立により、当連結会計
年度より連結の範囲に含めております。
　株式会社フラッグ、南海産業株式会社、
大和商事株式会社、大阪開発株式会社、
株式会社ネクサススミノエ、住興商事株
式会社及び株式会社スミノエマリンシ
ステムは連結子会社との合併、株式会社
大阪ベイサービス、株式会社萬波楼、株
式会社ホテル南海及び株式会社南海
ジェイシーピーは清算結了により、当連
結会計年度より連結の範囲から除外し
ております。
　なお、住興商事株式会社及び株式会社
スミノエマリンシステムの連結子会社
との合併後、株式会社スミコウは住興商
事株式会社に、株式会社スミノエボート
システムは株式会社スミノエマリンシ
ステムへそれぞれ商号を変更しており
ます。
　

　 　　 (2)
　
主要な非連結子会社名

　NTI(HK)CO.,LTD.、NTI(USA)INC.

（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模で
あり、合計の総資産、売上高、当期純
損益及び利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていないためでありま
す。
 　

(2)
　
主要な非連結子会社名

　左に同じ

（連結の範囲から除いた理由）
　左に同じ
　　

2.持分法の適用に関する
事項

(1)持分法適用の関連会社数　５社

　主要な会社名
　　徳島バス株式会社
　　天王寺ターミナルビル株式会社
  

(1)持分法適用の関連会社数　５社

　主要な会社名
　　左に同じ
　
　 

　 　 (2)持分法を適用しない非連結子会社及び
関連会社のうち主要な会社名　

　　株式会社和歌山放送
　
　
（持分法を適用しない理由）
　持分法非適用会社は、それぞれ連結
純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外
しております。
 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び
関連会社のうち主要な会社名　

　  NTI(HK)CO.,LTD.、NTI(USA)INC.

　
（持分法を適用しない理由）
　左に同じ
　

　
　 

　　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）
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3.連結子会社の事業年度
等に関する事項

   連結子会社のうち南海電設株式会社
の決算日は１月31日でありますが、連
結財務諸表の作成に当たり、同決算日
現在の財務諸表を使用しております。
　なお、連結決算日との間に生じた他の
連結会社との重要な取引については連
結上必要な調整を行っております。
　

 　左に同じ

4.会計処理基準に関する
事項

(1)
　
重要な資産の評価基準及び評価方法
 　

(1)
　
重要な資産の評価基準及び評価方法

   ①有価証券　
　満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）
　その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　主として期末前１か月の市場
      価格等の平均に基づく時価法
　　　（評価差額は全部純資産直入
　　　　法により処理し、売却原価
　　　　は主として移動平均法によ
　　　　り算定）
　　時価のないもの
　　　移動平均法または総平均法に
　　　基づく原価法
 

 ①有価証券　
　満期保有目的の債券
　　左に同じ
　その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　左に同じ
　
　
　
　
　
　　時価のないもの
　　　左に同じ

　　
   ②デリバティブ 

　　時価法によっております。
　

 ②デリバティブ 
　　左に同じ

   ③たな卸資産 
　　たな卸資産のうち、主要なものは
　販売土地及び建物であり、個別法に
　基づく原価法によっております。
  

 ③たな卸資産　
　　たな卸資産のうち、主要なものは
　販売土地及び建物であり、個別法に
　基づく原価法（貸借対照表価額は収
　益性の低下に基づく簿価切下げの方
　法により算定）によっております。
　
（会計方針の変更）　
　「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準第９号　平成18年７月５
日）が平成20年３月31日以前に開始す
る連結会計年度に係る連結財務諸表か
ら適用できることになったことに伴い、
当連結会計年度から同会計基準を適用
しております。
　これにより営業利益、経常利益は1,002
百万円、税金等調整前当期純利益は
8,215百万円それぞれ減少しておりま
す。
　なお、セグメント情報に与える影響は、
当該箇所に記載しております。
　
　 

　

　　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）
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  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産
　　主として定額法・定率法を採用し
　ております。
　　なお、主な耐用年数は以下のとお
　りであります。
　　建物及び構築物　　 ５～60年
　　機械装置及び運搬具 ３～20年
　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　
①有形固定資産
　　左に同じ
　
　
　
　
　
　

（会計方針の変更）
　当連結会計年度より、法人税法の改
正に伴い、平成19年４月１日以降に取
得した有形固定資産について、改正後
の法人税法に基づく減価償却の方法に
変更しております。 
　なお、この変更による損益に与える
影響は軽微であります。
　
（追加情報） 　　
　当連結会計年度より、法人税法の改
正に伴い、平成19年３月31日以前に取
得した資産については、改正前の法人
税法に基づく減価償却の方法の適用に
より取得価額の５％に到達した連結会
計年度の翌連結会計年度より、取得価
額の５％相当額と備忘価額との差額を
５年間にわたり均等償却し、減価償却
費に含めて計上しております。
　この結果、従来の方法に比べ、営業
利益、経常利益及び税金等調整前当期
純利益がそれぞれ1,237百万円減少して
おります。
　なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。
　　　

　 　 　 ②無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウェアに
　ついては、社内における利用可能
　期間（５年）に基づく定額法によ
　っております。
　

　 ②無形固定資産
　　左に同じ

　
 前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

  (3)重要な引当金の計上基準
 

(3)重要な引当金の計上基準
 

   ①貸倒引当金　
　　営業債権、貸付金等の貸倒損失に
　備えるため、一般債権については貸
　倒実績率により、貸倒懸念債権等特
　定の債権については個別に回収可能
　性を検討し、回収不能見込額を計上
　しております。
 

 ①貸倒引当金  
　　左に同じ

   ②賞与引当金　 　
　　従業員に対して支給する賞与の支
　出に充てるため、支給見込額基準に
　より計上しております。
  

 ②賞与引当金　
　　左に同じ
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　 　　 　 ③退職給付引当金　　
　　従業員の退職給付に備えるため、
　当連結会計年度末における退職給付
　債務及び年金資産の見込額に基づき
　計上しております。
　　過去勤務債務は、その発生時の従
　業員の平均残存勤務期間以内の一定
　の年数（３～５年）による按分額を
　費用処理しております。
　　数理計算上の差異は、その発生時
　の従業員の平均残存勤務期間以内の
　一定の年数（３～15年）による定額
　法により翌連結会計年度から費用処
　理することとしております。
　　なお、上場会社である南海辰村建
　設株式会社及び同社の連結子会社の
　退職給付会計基準変更時差異（3,222
　百万円）は主として15年による按分
　額を費用処理しております。
　

　 ③退職給付引当金　　
　　従業員の退職給付に備えるため、
　当連結会計年度末における退職給付
　債務及び年金資産の見込額に基づ
　き計上しております。
　　過去勤務債務は、その発生時の従
　業員の平均残存勤務期間以内の一定
　の年数（３～５年）による按分額を
　費用処理しております。 　
　　数理計算上の差異は、その発生時
　の従業員の平均残存勤務期間以内の
　一定の年数（３～13年）による定額 
　法により翌連結会計年度から費用処
　理することとしております。
　　なお、上場会社である南海辰村建
　設株式会社及び同社の連結子会社の
　退職給付会計基準変更時差異
　（3,222百万円）は15年による按分額
　を費用処理しております。
 　
　（追加情報） 　
　　一部の連結子会社において、従業
　員の平均残存勤務期間が短くなった
　ことに伴い、数理計算上の差異の費 
　用処理年数を変更（３～15年から３
　～13年）しております。 　
　　なお、この変更による損益に与え
　る影響は軽微であります。
　

　 　    ④投資損失引当金　
　　投資先の資産内容等を勘案して、
　出資金額及び純債権額を超えて当社
　が負担することとなる損失見込額を
　計上しております。　 
 

  ④投資損失引当金
　　左に同じ             

　 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

　 　 (4)重要なリース取引の処理方法
　
　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。　
  

(4)重要なリース取引の処理方法
　
　左に同じ　

 (5)重要なヘッジ会計の方法 (5)重要なヘッジ会計の方法
   　
　 　 ①ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しておりま
　す。ただし、金利スワップについて
　は特例処理の要件を満たしている場
　合は特例処理を、為替予約、通貨オ
　プションについては振当処理の要件
　を満たしている場合は振当処理を採
　用しております。
 

　 ①ヘッジ会計の方法
　　左に同じ

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象
　  ヘッジ手段
　　　金利スワップ
　　　金利オプション
　　　為替予約
　　　通貨オプション
　　　原油価格スワップ
 　 ヘッジ対象
　　　借入金
　　　原油
　　　外貨建金銭債権債務
　　　及び外貨建予定取引
　

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段
　　　左に同じ
　　　　
　　　　
　　　
　　　
　　ヘッジ対象
　　　左に同じ
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  ③ヘッジ方針
    金利、為替及び原油価格の変動リ
　スクを回避するために、債権・債務
　の範囲内でデリバティブ取引を利用
　しており、投機目的のためには利用
　しない方針であります。
　

 ③ヘッジ方針
    左に同じ

 　  ④ヘッジ有効性評価の方法
　　ヘッジ対象の相場変動またはキャ
　ッシュ・フローの変動の累計とヘッ
　ジ手段の相場変動またはキャッシュ
　・フロー変動の累計を比較し、その
　変動額の比率によって有効性を評価
　しております。
　　なお、高い有効性があるとみなさ
　れる場合については、有効性の評価
　を省略しております。
　

 ④ヘッジ有効性評価の方法
　　左に同じ
　

 前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

　 　 (6)
　  
その他連結財務諸表作成のための重要
な事項 

(6)その他連結財務諸表作成のための重要
な事項 

　           
  　

         
  　 　 ①消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式
　によっております。

　   

①消費税等の会計処理
　　左に同じ 
    

    

 

②工事負担金等の会計処理
　　鉄道事業における連続立体交差化
　工事等を行うに当たり、地方公共団
　体等より工事費の一部として工事負
  担金等を受領して固定資産を取得し
　た場合には、取得原価の総額を固定
　資産に計上しております。
　　なお、連結損益計算書において
　は、重要性のないものを除き、工事
　負担金等受入額を特別利益に計上し
　ております。 
　 　　 

　 ②工事負担金等の会計処理
　　左に同じ 
　 　　 

　 　

　

③連結納税制度の適用　　
　　連結納税制度を適用しておりま
　す。
　　 

　 ③連結納税制度の適用　　
　　左に同じ
　　 

5.連結子会社の資産及び
負債の評価に関する事
項　

 　 　連結子会社の資産及び負債の評価方
法は、全面時価評価法を採用しており
ます。　
　

 　左に同じ

6.のれん及び負ののれん
の償却に関する事項

　 　のれん及び負ののれんの償却につい
ては、主として５年間の均等償却を
行っております。
 

　 　左に同じ
　

7.連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資
金の範囲

 　連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金及び随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ価値
の変動について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３か月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっておりま
す。　　
　

 　左に同じ

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）
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（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
　　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の
　表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成
　17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示
　に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用
　指針第８号　平成17年12月９日）を適用しておりま
　す。
　　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、
　112,818百万円であります。
　　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純
　資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴
　い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま
　す。 
 

－
 

 
表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表関係） （連結貸借対照表関係） 
　   前連結会計年度において「連結調整勘定」として
掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の
のれん」と表示しております。
　 

　 

－ 

（連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係）
   前連結会計年度において区分掲記しておりました
営業外収益の「貸倒引当金戻入額」は、当連結会計
年度において100分の10以下となったため、営業外収
益の「雑収入」に含めて表示しております。

　 　前連結会計年度において区分掲記しておりました特
別利益の「投資有価証券売却益」は、当連結会計年度
において特別利益の総額の100分の10以下となったた
め、特別利益の「その他」に含めて表示しております。
　なお、当連結会計年度の「投資有価証券売却益」の金
額は95百万円であります。
　

　 　 　 　前連結会計年度において特別損失の「その他」に含
めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特別
損失の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたし
ました。
　なお、前連結会計年度の「固定資産除却損」の金額は
170百万円であります。 

     　

次へ

EDINET提出書類

南海電気鉄道株式会社(E04106)

有価証券報告書

74/96



注記事項
（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※1.担保資産及び担保付債務
　　 
　担保に供している資産の額
　（鉄道財団）
　　土地 97,413百万円
　　建物及び構築物 156,990〃
　　その他の
　　償却資産等

15,456〃

　（その他）
　　土地 8,008百万円
　　建物及び構築物 944〃
　　投資有価証券 8,243〃

　 　
　担保付債務の額
　　短期借入金 270百万円
　　長期借入金
　（１年以内返済長
　期借入金を含む。）

58,247〃

　　買掛金 15 〃

※1.担保資産及び担保付債務
　　 
　担保に供している資産の額
　（鉄道財団）
　　土地 96,501百万円
　　建物及び構築物 157,617〃
　　その他の
　　償却資産等

15,557〃

　（その他）
　　土地 7,736百万円
　　建物及び構築物 849〃
　　投資有価証券 3,603〃

　 　
　担保付債務の額
　　短期借入金 200百万円
　　長期借入金
　（１年以内返済長
　期借入金を含む。）

55,484〃

　　買掛金 23 〃
  　 　 
※2.有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　  400,103 百万円
　 

※2.有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　　　  411,590 百万円
　 

※3.工事負担金等圧縮累計額
　　　　　　　　　　　　　 73,571 百万円
　 

※3.工事負担金等圧縮累計額
　　　　　　　　　　　　　 73,571 百万円
　 

　4. 連結会社以外の会社等の借入金等について債務保
証（保証予約を含む。）を行っております。　 
　 百万円
株式会社ステーションパーキング岸和田 883 
株式会社大京 584 
大阪市難波土地区画整理組合 570 
株式会社ビッグヴァンほか10社 1,135 

計 3,173 

　4. 連結会社以外の会社等の借入金等について債務保
証（保証予約を含む。）を行っております。　 
　 百万円
株式会社ステーションパーキング岸和田 639 
株式会社バンダイナムコゲームス 237 
株式会社ＴＧＭほか５社 274 

計 1,150 

　5. 受取手形裏書譲渡高は130百万円であります。
  

　5. 受取手形割引高は2,687百万円であります。
　

※6.非連結子会社及び関連会社に対する株式等
投資有価証券（株式）           1,734 百万円
 

※6.非連結子会社及び関連会社に対する株式等
投資有価証券（株式）           1,962 百万円
 

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※7. 当社及び一部の連結子会社において、土地の再評
価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34
号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正
する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に
基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額につ
いては、当該評価差額に係る税金相当額を再評価
に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を土地再評価差額金として純資
産の部に計上しております。
　

※7. 当社及び一部の連結子会社において、土地の再評
価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34
号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正
する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に
基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額につ
いては、当該評価差額に係る税金相当額を再評価
に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、こ
れを控除した金額を土地再評価差額金として純資
産の部に計上しております。
　

　 　・再評価の方法 　
　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10
　　年３月31日公布政令第119号）第２条第３
　　号に定める固定資産税評価額に基づき算出
　　する方法、及び同条第５号に定める不動産
　　鑑定士による鑑定評価により算出しており
　　ます。
　

　 　・再評価の方法 　
　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10
　　年３月31日公布政令第119号）第２条第３
　　号に定める固定資産税評価額に基づき算出
　　する方法、及び同条第５号に定める不動産
　　鑑定士による鑑定評価により算出しており
　　ます。
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　 　・再評価を行った年月日　
　　平成14年３月31日　当社、連結子会社１社
　　平成13年３月30日　当社（連結子会社の合
　　　　　　　　　　　併により受入れた事業
　　　　　　　　　　　用土地）
　・再評価を行った土地の当連結会計年度末に
　　おける時価と再評価後の帳簿価額との差額
　　　　　　　　　　　　　　　10,606百万円
 

　・再評価を行った年月日　
　　平成14年３月31日　当社、連結子会社１社
　　平成13年３月30日　当社（連結子会社の合
　　　　　　　　　　　併により受入れた事業
　　　　　　　　　　　用土地）
　・再評価を行った土地の当連結会計年度末に
　　おける時価と再評価後の帳簿価額との差額
　　　　　　　　　　　　　　　11,378百万円
 

※8. 当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につい
ては、一部の連結子会社を除き、手形交換日をもっ
て決済処理しております。当連結会計年度末日は
金融機関の休業日であったため、次の満期手形が
当連結会計年度末残高に含まれております。

※8.

 

　                       受取手形　　36百万円 　
　                       支払手形　　34百万円 －
　　 なお、一部の連結子会社については、満期日に決済

が行われていたものとして処理しており、当該当
連結会計年度末日の満期手形の金額は次のとおり
であります。

　

　                       受取手形　　11百万円 　
　                       支払手形　　20百万円 　
　　 　　 　 　　

（連結損益計算書関係）
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

※1. 営業費のうち引当金繰入額 
賞与引当金繰入額 2,190百万円
　 

※1. 営業費のうち引当金繰入額 
賞与引当金繰入額 2,168百万円
　

※2. 

－ 

※2. 運輸業等営業費及び売上原価に含まれるたな卸資
産の収益性の低下による簿価切下げ額 

1,002百万円

※3. 販売費及び一般管理費内訳 
人件費 4,043百万円
経費 1,266〃

※3. 販売費及び一般管理費内訳 
人件費 3,703百万円
経費 1,658〃

　 　 　 　 

※4. 当社における鉄道用地の一部売却益318百万円ほか
であります。 

※4. 当社における鉄道用地の一部売却益130百万円及び
南海フェリー株式会社における船舶売却益ほかで
あります。
　 

※5. 当連結会計年度において、当社グループは以下の資
産グループについて減損損失を計上いたしました。
 
（減損損失を認識した主な資産） 

※5. 

  

　 主な用途 種類 場所   　   

レジャー施設
（１件） 

土地 大阪府
泉南郡岬町 

    

ホテル施設
（１件） 

建物及び構築物等 大阪市
浪速区 

    

賃貸施設
（１件） 

建物及び構築物 神奈川県
足柄下郡
湯河原町 

    

遊休資産
（６件） 

土地、
建物及び構築物等 

大阪市
天王寺区他 

    

　   
（減損損失を認識するに至った経緯）
　ホテル施設については、株式会社ホテル南海の平
成18年８月30日付取締役会において、「ホテル南海
なんば」の営業休止を決定したため、減損損失を計
上しております。また、それ以外については、地価の
著しい下落等により投下資金の回収が困難と見込
まれる資産について帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計
上しております。
　 

　  

－ 

　 （減損損失の金額） 
百万円

建物及び構築物等　 490
土地 826
合計 1,317
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　 （資産グルーピングの方法）
　当社グループは、管理会計上の区分を基礎に、事
業毎または物件毎に資産のグルーピングを行って
お
ります。
　

 

　 （回収可能価額の算定方法）
　回収可能価額を正味売却価額により算定している
場合は、不動産鑑定評価基準等に基づき算出した金
額を使用しております。また、使用価値により算定
している場合は、将来キャッシュ・フローを４％で
割り引いて算定しております。
　　

 

※6.　株式会社南海国際旅行における土地及び建物譲渡
に伴う売却損30百万円であります。 

※6.
－ 

        

（連結株主資本等変動計算書関係）
　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度
増加株式数（千株） 

当連結会計年度
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

　発行済株式 　 　 　 　 

　　普通株式 526,412　 －　 －　 526,412　 

　　合計　 526,412　 －　 －　 526,412　 

　自己株式 　 　 　 　 

　　普通株式 1,754　 335　 77　 2,012　 

　　合計 1,754　 335　 77　 2,012　 

（注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加335千株は、単元未満株式の買取請求に応じたことによる増加であり
　　　　ます。 
　　　2.普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少36千株及び連結
　　　　子会社における親会社株式売却による減少41千株であります。
 
２．配当に関する事項
　(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,574百万円 3.00円 平成18年３月31日 平成18年６月30日

　 
  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の
種類

配当金の総額
配当の
原資

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通
株式

2,097百万円
利益
剰余金

4.00円 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　
　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度
増加株式数（千株） 

当連結会計年度
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

　発行済株式 　 　 　 　 

　　普通株式 526,412　 －　 －　 526,412　 

　　合計　 526,412　 －　 －　 526,412　 

　自己株式 　 　 　 　 

　　普通株式 2,012　 327　 64　 2,276　 

　　合計 2,012　 327　 64　 2,276　 

（注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加327千株は、単元未満株式の買取請求に応じたことによる増加であり
　　　　ます。 
　　　2.普通株式の自己株式の株式数の減少 64千株は、単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少であり
　　　　ます。
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２．配当に関する事項
　(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,097百万円 4.00円 平成19年３月31日 平成19年６月29日

　 
  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の
種類

配当金の総額
配当の
原資

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通
株式

2,620百万円
利益
剰余金

5.00円 平成20年３月31日 平成20年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

※1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係　
　　　　　　　（平成19年３月31日現在） 

百万円
現金及び預金勘定　 19,586
有価証券勘定 12
預入期間が３か月を超える定期預金 △ 1,108
現金及び現金同等物 18,490

※1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係　
　　　　　　　（平成20年３月31日現在） 

百万円
現金及び預金勘定　 18,908
有価証券勘定 12
預入期間が３か月を超える定期預金 △ 1,008
現金及び現金同等物 17,912

　  　   　

　
（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

  1.リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引

  1.リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側)  (借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

　　 　　

　 取    得減価償却 期　　末
価    額累 計 額 残　　高
相 当 額相 当 額相 当 額
(百万円)(百万円)(百万円)

機械装置    
及び運搬具 4,7271,1743,553
その他   
(工具器具備品) 1,909 906 1,003

合　計 6,6362,0804,556

　 取    得減価償却 期　　末
価    額累 計 額 残　　高
相 当 額相 当 額相 当 額
(百万円)(百万円)(百万円)

機械装置    
及び運搬具 5,1031,7063,396
その他   
(工具器具備品) 2,1841,1631,021

合　計 7,2882,8704,418

　
　上記金額には、転貸リース取引に係るリース物
件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額は含まれておりません。
　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しておりま
す。
　 

　
　上記金額には、転貸リース取引に係るリース物
件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額は含まれておりません。
　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定しておりま
す。
　 

　②未経過リース料期末残高相当額
　 

１年内 1,051百万円
１年超 3,610〃
合　計 4,661〃

　②未経過リース料期末残高相当額
　 

１年内 1,108百万円
１年超 3,367〃
合　計 4,476〃

　　 　　

　　上記金額には、転貸リース取引に係る未経過リ
ース料期末残高相当額が含まれております。
　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。

　　上記金額には、転貸リース取引に係る未経過リ
ース料期末残高相当額が含まれております。
　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。
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　③支払リース料及び減価償却費相当額　 
　　支払リース料 844百万円
　　減価償却費相当額 844〃

　③支払リース料及び減価償却費相当額　 
　　支払リース料 1,121百万円
　　減価償却費相当額 1,121〃

　
　上記金額には、転貸リース取引に係る支払リー
ス料及び減価償却費相当額は含まれておりませ
ん。　 

　
　上記金額には、転貸リース取引に係る支払リー
ス料及び減価償却費相当額は含まれておりませ
ん。　 

  ④減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっております。
　 

  ④減価償却費相当額の算定方法
　左に同じ
　 

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

（貸主側） （貸主側） 
　 未経過リース料期末残高相当額　 

１年内 46百万円
１年超 58 〃

合　計 105〃

　 　未経過リース料期末残高相当額　 
１年内 30百万円
１年超 28 〃

合　計 58 〃
　 　 　 　 
　 　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額であります。
　なお、当該転貸リース取引は同一の条件で第三
者にリースしており、同額の残高が上記の借主側
の未経過リース料期末残高相当額に含まれており
ます。　
　 

　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未
経過リース料期末残高相当額であります。
　なお、当該転貸リース取引は同一の条件で第三
者にリースしており、同額の残高が上記の借主側
の未経過リース料期末残高相当額に含まれており
ます。　 

　2. オペレーティング・リース取引   2. オペレーティング・リース取引 
（貸主側）  （貸主側）  

  

　　未経過リース料　 
１年内 4百万円
１年超 139〃
合　計 144〃

　　未経過リース料　 
１年内 4百万円
１年超 134〃
合　計 138〃

    　    
 
（有価証券関係） 
Ⅰ．前連結会計年度

　1.その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日）
　 

　 種　類 
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差　額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1)株式 8,983 26,461 17,478

(2)債券 　 　　 　

　 国債・地方債等 9 10 －

　 その他 0 0 0

(3)その他 12 13 1

小　計 9,005 26,484 17,479

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1)株式 2,140 1,955 △184

(2)債券 　 　 　

　 国債・地方債等 0 0 0

　 その他 0 0 0

(3)その他 0 0 0

　 小　計 2,140 1,955 △184

合　計 　 11,145 28,440 17,294

　 

　2.当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
　 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）
10,102 7,369 0

　

　3.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日）

　　　その他有価証券 
　　　　非上場株式                      　　　　　   　　　1,435　百万円
　　　　その他  　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 34　　〃
　
      子会社及び関連会社株式　　　　　　　　　　　　　　　 1,734　百万円
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  4.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年３月31日）

種類
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券
　国債・地方債等 0 10 0 0 

Ⅱ．当連結会計年度

　1.その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日）
　 

　 種　類 
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差　額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1)株式 7,406 16,512 9,105

(2)債券 　 　　 　

　 国債・地方債等 9 10 －

　 その他 0 0 0

(3)その他 0 0 0

小　計 7,416 16,522 9,105

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1)株式 5,596 4,454 △1,142

(2)債券 　 　 　

　 国債・地方債等 0 0 0

　 その他 0 0 0

(3)その他 12 9 △2

　 小　計 5,609 4,464 △1,145

合　計 　 13,025 20,986 7,960

　 

　2.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日）

　　　その他有価証券 
　　　　非上場株式                      　　　　　   　　　1,421　百万円
　　　　その他  　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　 23　　〃
　

　3.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成20年３月31日）

種類
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

債券
　国債・地方債等 0 10 0 0 

（デリバティブ取引関係）
　1.取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

(1)取引の内容・取組方針・利用目的
　
　　当社グループ（当社及び連結子会社）は、金利、為
　替及び原油価格の変動リスクを回避するために、債
　権・債務の範囲内でデリバティブ取引を利用してお
　り、投機目的のためには利用しない方針であります。
　　金利関連のデリバティブ取引としては、変動金利の
　上昇リスクを回避するために、金利オプション取引
　（キャップ取引）を、変動金利から固定金利への変換
　等により金利の変動リスクを回避するために、金利ス
　ワップ取引（キャップ及びフロア付金利スワップ取引
　を含む。）を行っております。為替関連のデリバティ
　ブ取引としては、外貨建金銭債権債務の為替変動リス
　クを回避するために、為替予約取引及び通貨オプショ
　ン取引を行っております。また、原油価格関連のデリ
　バティブ取引としては、変動価格から固定価格への変
　換等により原油価格の変動リスクを回避するために、
　原油価格スワップ取引を行っております。
　　なお、上記のデリバティブ取引についてヘッジ会計
　を行っております。
　　ヘッジ会計の方法については、「連結財務諸表作成
　のための基本となる重要な事項」4. (5)に記載してお
　ります。
　 

(1)取引の内容・取組方針・利用目的
　
　　左に同じ 
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(2)取引に係るリスクの内容
　
　　当社グループのデリバティブ取引は、市場金利及び
　市場価格の変動によるリスクを有しておりますが、そ
　の対象となる資産・負債の有するリスクを相殺してお
　り、こうしたデリバティブ取引に係るリスクは重要な
　ものではありません。
　　また、取引の相手先は、いずれも信用度の高い国内
　の銀行でありますので、契約不履行によるリスクは殆
　どないと認識しております。
　 

(2)取引に係るリスクの内容
　
　　左に同じ 

(3)取引に係るリスクの管理体制
　
  　当社グループの金利関連のデリバティブ取引につい
　ては、各会社毎に社内規定に基づき、社長及び担当役
　員の承認を得て取引を執行・管理しております。
　 

(3)取引に係るリスクの管理体制
　
　　左に同じ 

　

　
　2.取引の時価等に関する事項
　　
　　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
　　　デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載しておりません。
　　　
　　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
　　　デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載しておりません。

（退職給付関係）
　1.　採用している退職給付制度の概要
  
　　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、規約型企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一時金
　　制度を設けております。このほか、一部の連結子会社は、総合設立厚生年金基金に加盟しております。
　　　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。
　　　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度のうち主要な制度に関する事項は次のと
　　おりであります。
　　（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

　　     年金資産の額 59,150百万円

　       年金財政計算上の給付債務の額 57,697百万円

　　　　 差引額 1,452百万円

　　（2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（平成20年３月31日現在）

5.25％

　　（3）補足説明
　　　　 上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高△5,261百万円及び別途積立金
　　　 6,340百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社
　　　 グループは、当期の連結財務諸表上、特別掛金24百万円を費用処理しております。なお、上記（2）の割合
　　　 は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。
 
　2.　退職給付債務に関する事項

　

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
（百万円）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

（百万円）

イ．退職給付債務 △　32,623  △　31,084  

ロ．年金資産  11,910   10,714  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △　20,713   △　20,369  

ニ．会計基準変更時差異の未処理額  1,720   1,500  

ホ．未認識数理計算上の差異  △ 　1,250    　1,148  

へ．未認識過去勤務債務（債務の減額）  △　   702   △　   351  

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）  △　20,947   △　18,073  

チ．前払年金費用  0   0  

リ．退職給付引当金（ト－チ）  △　20,947   △　18,073  

　　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
（注）1.一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に
　　　　あたり、簡便法を採用しております。
　

（注）1.左に同じ

　　　2.上記内訳には総合設立厚生年金基金の年金資
　　　　産の額3,070百万円が含まれておりません。
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　3.　退職給付費用に関する事項
　
　 前連結会計年度 当連結会計年度
　 （自　平成18年４月１日  （自 平成19年４月１日
　   至　平成19年３月31日）   至 平成20年３月31日）
  　 （百万円） （百万円）

イ．勤務費用 1,855 1,807 

ロ．利息費用 703 699 

ハ．期待運用収益 △　262 △　409 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 214 214 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 △  802 △  532 

へ．過去勤務債務の費用処理額 △　351 △　351 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 1,356 1,428 

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

（注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給
　　　　付費用は、「イ．勤務費用」に計上してお
　　　　ります。
 

　　　1.上記退職給付費用以外に、割増退職金96百
　　　　万円を支払っており、特別損失として計上
　　　　しております。
 　

      2.総合設立厚生年金基金の掛金106百万円は
　　　　「イ．勤務費用」に含めております。

　　　2.簡便法を採用している連結子会社の退職給
　　　　付費用は、「イ．勤務費用」に計上してお
　　　　ります。
 

　　　           3.総合設立厚生年金基金の掛金105百万円は
　　　　「イ．勤務費用」に含めております。

　4.　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 左に同じ
　  　  
ロ．割引率 2.0％から2.5％ 左に同じ
　   
ハ．期待運用収益率 2.0％から3.0％ 2.0％から4.0％
　  　  
ニ．過去勤務債務の額の処理年数 ３年から５年 左に同じ
　   
ホ．数理計算上の差異の処理年数 ３年から15年 ３年から13年 

 　（発生時の従業員の平均残存勤
　　務期間以内の一定の年数によ
　　る定額法により、翌連結会計
　　年度から費用処理することと
　　しております。）

　（発生時の従業員の平均残存勤
　　務期間以内の一定の年数によ
　　る定額法により、翌連結会計
　　年度から費用処理することと
　　しております。）

　 　  
へ．会計基準変更時差異の処理年数 　上場会社である南海辰村建設株

　式会社及び同社の連結子会社は
　主として15年  
 　 

　上場会社である南海辰村建設株
　式会社及び同社の連結子会社は
　15年  
 　 

 
（追加情報）
　　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号平成19年
  ５月15日）を適用しております。

（税効果会計関係）
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）
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1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
　内訳は次のとおりであります。
　 

繰延税金資産 百万円
　たな卸資産評価損 14,351
　退職給付引当金 8,556
  減損損失 8,465
　繰越欠損金 7,478
　投資有価証券評価損 3,570
　未実現利益の消去 3,457
　その他 3,798
繰延税金資産小計 49,680
評価性引当額 △　24,608
繰延税金資産合計 25,071
繰延税金負債
　分割に伴う土地評価益 △　44,916
　その他有価証券評価差額金 △　 6,936
　その他 △　   881
繰延税金負債合計 △　52,733
繰延税金負債の純額 △  27,661

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
　内訳は次のとおりであります。
　 

繰延税金資産 百万円
　繰越欠損金 18,173
  減損損失 8,249
　退職給付引当金 7,398
　未実現利益の消去 3,118
　投資有価証券評価損 1,513
　その他 3,959
繰延税金資産小計 42,412
評価性引当額 △　19,084
繰延税金資産合計 23,328
繰延税金負債
　分割に伴う土地評価益 △　44,916
　その他有価証券評価差額金 △　 2,931
　その他 △　   448
繰延税金負債合計 △　48,295
繰延税金負債の純額 △  24,967

（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下
　　　の項目に含まれております。

（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下
　　　の項目に含まれております。

百万円
流動資産－繰延税金資産 11,844
固定資産－繰延税金資産 6,306
固定負債－繰延税金負債 △　45,813

百万円
流動資産－繰延税金資産 6,694
固定資産－繰延税金資産 8,901
流動負債－繰延税金負債 △　　　32
固定負債－繰延税金負債 △　40,531

　
　　上記のほか、事業用土地の再評価に係る繰延税金
　　負債28,702百万円を固定負債の部に計上しており
　　ます。

　
　　上記のほか、事業用土地の再評価に係る繰延税金
　　負債28,200百万円を固定負債の部に計上しており
　　ます。

　 
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
　率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
　因となった主要な項目別の内訳 

％
法定実効税率 40.6
（調整）

評価性引当額の増減 △　102.4

住民税均等割額 2.8
連結納税による影響 17.7
その他 　 4.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 　36.5

　 
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
　率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
　因となった主要な項目別の内訳 

％
法定実効税率 40.6
（調整）

評価性引当額の増減 △　28.7

住民税均等割額 1.2
その他 　 1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　14.9
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重要な会計方針

　 第９０期 第９１期

　 （自 平成18年４月１日 （自 平成19年４月１日

　 　　至 平成19年３月31日） 　　至 平成20年３月31日）

１.有価証券の評価基準
　 及び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式
　 移動平均法に基づく原価法

(2)その他有価証券
　 ①時価のあるもの
　　 期末前１か月の市場価格等の平均に
     基づく時価法
　　（評価差額は全部純資産直入法により
      処理し、売却原価は移動平均法によ
      り算定）
　 ②時価のないもの
　　 移動平均法に基づく原価法

(1)子会社株式及び関連会社株式
　　 左に同じ

(2)その他有価証券
　 ①時価のあるもの
　　 左に同じ   

  
　 ②時価のないもの
　　 左に同じ
　　 

２.デリバティブ等の評
　 価基準及び評価方法

デリバティブ
　時価法

デリバティブ
　左に同じ　

３.たな卸資産の評価
　 基準及び評価方法

(1)販売土地及び建物
　 
   個別法に基づく原価法
 

(2)貯蔵品
　 
   移動平均法に基づく原価法
　

(1)販売土地及び建物
　 
   個別法に基づく原価法
  （貸借対照表価額は収益性の低下に基
    づく簿価切下げの方法により算定）
  
(2)貯蔵品
　 
   移動平均法に基づく原価法
  （貸借対照表価額は収益性の低下に基
    づく簿価切下げの方法により算定）

  （会計方針の変更）
　 「棚卸資産の評価に関する会計基準」
  （企業会計基準第９号　平成18年７月
  ５日）が平成20年３月31日以前に開始
  する事業年度に係る財務諸表から適用
  できることになったことに伴い、当事
  業年度から同会計基準を適用しており
  ます。
　  これにより営業利益、経常利益は
  956百万円、税引前当期純利益は8,388
  百万円それぞれ減少しております。

　

　 第９０期 第９１期

　 （自 平成18年４月１日 （自 平成19年４月１日

　 　　至 平成19年３月31日） 　　至 平成20年３月31日）
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４.固定資産の減価償却
　 の方法

(1)有形固定資産
　　鉄道事業
　　　取替資産　　　　　　　　取替法
　　　建物・構築物　　　　　　定額法
　　　その他の有形固定資産　　定率法
　　鉄道事業以外の事業
　　　建物・構築物・機械装置　定額法
　　　その他の有形固定資産　　定率法
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりで
　　あります。
　　建物・構築物　　５年～60年
　　車両・機械装置　３年～20年
 

(1)有形固定資産
　  鉄道事業
　　  左に同じ
　　　　
　　　　
　　鉄道事業以外の事業
　　  左に同じ　
　　　　

  （会計方針の変更）
　  当事業年度より、法人税法の改正に
  伴い、平成19年４月１日以降に取得し
  た有形固定資産について、改正後の法
  人税法に基づく減価償却の方法に変更
  しております。なお、この変更による
  損益に与える影響は軽微であります。

  （追加情報）
　  当事業年度より、法人税法の改正に
  伴い、平成19年３月31日以前に取得し
  た資産については、改正前の法人税法
  に基づく減価償却の方法の適用により
  取得価額の５％に到達した事業年度の
  翌事業年度より、取得価額の５％相当
  額と備忘価額との差額を５年間にわた
  り均等償却し、減価償却費に含めて計
  上しております。
　  この結果、従来の方法に比べ、営業
  利益、経常利益及び税引前当期純利益
  がそれぞれ718百万円減少しております。

(2)無形固定資産　　　　　　　 定額法
　　 なお、自社利用のソフトウェアの減
   価償却の方法については、社内におけ
   る利用可能期間(５年)に基づく定額法
   によっております。　

(2)無形固定資産
　　 左に同じ

　

　 第９０期 第９１期

　 （自 平成18年４月１日 （自 平成19年４月１日

　 　　至 平成19年３月31日） 　　至 平成20年３月31日）

５.繰延資産の処理方法社債発行費 
　支出時に一括償却しております。
　  

社債発行費 
　左に同じ

６.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金
　　 営業債権、貸付金等の貸倒損失に備え
   るため、一般債権については貸倒実績率
　 により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
   いては個別に回収可能性を検討し、回収
   不能見込額を計上しております。
  

(1)貸倒引当金
　　 左に同じ 

　

　 (2)投資評価引当金
　　 市場価格がない株式について実質価額
　 を適正に評価するため、投資先の財政状
   態等を勘案し、計上を要すると認められ
   る金額を計上しております。

(2)投資評価引当金
　　 左に同じ 

　 (3)賞与引当金
　　 従業員に対して支給する賞与に充てる
 　ため、支給見込額基準により計上してお
 　ります。

(3)賞与引当金
　　 左に同じ
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　 (4)退職給付引当金
　　 従業員の退職給付に備えるため、当期
　 末における退職給付債務及び年金資産の
　 見込額に基づき計上しております。
     過去勤務債務は、その発生時の従業員
　 の平均残存勤務期間以内の一定の年数
　 (３年)による按分額を費用処理しており
　 ます。
　　 数理計算上の差異は、その発生時の従
   業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
   数（３年）による定額法により翌事業年
   度から費用処理することとしておりま
   す。

(4)退職給付引当金
　　 左に同じ

　 (5)投資損失引当金
　　 関係会社等の事業の損失に備えるた
   め、投資先の資産内容等を勘案して、出
   資金額及び純債権額を超えて当社が負担
   することとなる損失見込額を計上してお
   ります。

(5)投資損失引当金
　　 左に同じ

７.リース取引の処理
　 方法

　　 リース物件の所有権が借主に移転する
　 と認められるもの以外のファイナンス・
　 リース取引については、通常の賃貸借取
   引に係る方法に準じた会計処理によって
   おります。
　　 

　　 左に同じ

　 第９０期 第９１期

　 （自 平成18年４月１日 （自 平成19年４月１日

　 　　至 平成19年３月31日） 　　至 平成20年３月31日）

８.ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法
　　 繰延ヘッジ処理を採用しております。
　 ただし、金利スワップの特例処理の要件
　 を満たす金利スワップについては、特例
　 処理を採用しております。

(1)ヘッジ会計の方法
　   左に同じ

　 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象
　　 ヘッジ手段
　　 　金利スワップ　　　　　
       金利オプション

　　 ヘッジ対象
       借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
　   ヘッジ手段
　　　 左に同じ

     ヘッジ対象
　　　 左に同じ

　 (3)ヘッジ方針
　　 金利の変動リスクを回避するために、
　 債権・債務の範囲内でデリバティブ取引
　 を利用しており、投機目的のためには
　 利用しない方針であります。

(3)ヘッジ方針
　   左に同じ

　 (4)ヘッジ有効性評価の方法
　　 ヘッジ対象の相場変動またはキャッ
　 シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の
　 相場変動またはキャッシュ・フローの変
   動の累計を比較し、その変動額の比率に
   よって有効性を評価しております。
　　 なお、高い有効性があるとみなされる
　 場合については、有効性の評価を省略し
　 ております。
　　 

(4)ヘッジ有効性評価の方法
　   左に同じ
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９.その他財務諸表作成
　 のための重要な事項

(1)  販売土地建物のうち長期巨額プロジェ
   クトに係る借入金利息は、当該資産の取
   得原価に算入しております。
　   なお、当期は該当プロジェクトがない
   ため算入しておりません。

(2)消費税等
　   消費税等の会計処理は、税抜方式によ
   っております。

(3)工事負担金等の会計処理
　　 鉄道事業における連続立体交差化工事
　 等を行うに当たり、地方公共団体等より
　 工事費の一部として工事負担金等を受領
　 して固定資産を取得した場合には、取得
   原価の総額を固定資産に計上しておりま
   す。
     なお、損益計算書においては、重要性
   のないものを除き、工事負担金等受入額
　 を特別利益に計上しております。 

(1)左に同じ

(2)消費税等
　 　左に同じ

(3)工事負担金等の会計処理
　　 左に同じ　

　 (4)連結納税制度の適用 
　   連結納税制度を適用しております。   

(4)連結納税制度の適用 
　   左に同じ 

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

第９０期 第９１期

（自　平成18年４月１日 （自　平成19年４月１日

　　至　平成19年３月31日）  　　至　平成20年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
　　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表
  示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17
  年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に
  関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用
  指針第８号　平成17年12月９日)を適用しております。
　　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、
　107,978百万円であります。
　　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の
  部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正
  後の財務諸表等規則により作成しております。
　　

　 
　

－

　

次へ

EDINET提出書類

南海電気鉄道株式会社(E04106)

有価証券報告書

87/96



注記事項
（貸借対照表関係）

第９０期 第９１期

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）

※1.区分掲記されたもの以外で、各科目毎に含まれてお
ります関係会社に対するものは次のとおりであり
ます。
資産　短期貸付金　　 8,121 百万円
　　　未収運賃ほか 　4,437 　〃
負債　預り金 　 　　 6,793 　〃
　　　未払金ほか　　 6,075　 〃

※1.区分掲記されたもの以外で、各科目毎に含まれてお
ります関係会社に対するものは次のとおりであり
ます。
資産　未収運賃ほか   10,166 百万円
　　　
負債　預り金 　　　   8,154 　〃　
　　　未払金ほか  　  6,320 　〃
　

※2.土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律
第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評
価差額については、当該評価差額に係る税金相当額
を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計
上し、これを控除した金額を土地再評価差額金とし
て純資産の部に計上しております。
　
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定
資産税評価額に基づき算出する方法、及び同条第５
号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算
出しております。
　
再評価を行った年月日　平成14年３月31日
　　　　　　　　　　　平成13年３月30日
　　　　　　　　　　（子会社の合併により
　　　　　　　　　　　受入れた事業用土地） 

再評価を行った土地の当期末における時価と再評
価後の帳簿価額との差額
　　　　　　　　　　　　　　  10,606百万円 

※2.土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律
第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評
価差額については、当該評価差額に係る税金相当額
を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計
上し、これを控除した金額を土地再評価差額金とし
て純資産の部に計上しております。
　
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定
資産税評価額に基づき算出する方法、及び同条第５
号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算
出しております。
　
再評価を行った年月日　平成14年３月31日
　　　　　　　　　　　平成13年３月30日
　　　　　　　　　　（子会社の合併により
　　　　　　　　　　　受入れた事業用土地） 

再評価を行った土地の当期末における時価と再評
価後の帳簿価額との差額
　　　　　　　　　　　　　　　11,378百万円
　 

※3.固定資産のうち、土地97,413百万円、建物22,429百
万円、その他の償却資産等157,296百万円は鉄道財
団として、長期借入金53,885百万円（１年以内返済
長期借入金を含む。）の担保に供しております。
　 

※3.固定資産のうち、土地96,501百万円、建物23,155百
万円、その他の償却資産等157,276百万円は鉄道財
団として、長期借入金50,091百万円（１年以内返済
長期借入金を含む。）の担保に供しております。
　 

※4. 鉄道事業固定資産については、工事負担金等圧縮累
計額73,571百万円が控除されております。

※4. 左に同じ 

5.偶発債務
下記の会社等の借入金等について債務保証（保証
予約を含む。）を行っております。 

5. 偶発債務
下記の会社等の借入金等について債務保証（保証
予約を含む。）を行っております。 

百万円 　 百万円　

南海辰村建設株式会社 11,967 　 南海辰村建設株式会社 11,911 　

南海都市創造株式会社 3,300 　 南海都市創造株式会社 5,679 　

南海不動産株式会社 1,550 　 株式会社南海国際旅行 1,179 　

株式会社南海国際旅行 1,549 　 南海不動産株式会社 1,000 　

南海砂利株式会社ほか10社 2,660 　
株式会社ステーションパーキング岸和
田ほか６社

1,006 　

計 21,028 　 計 20,776 　

　
  上記のほか、平成17年４月１日付の会社分割に伴
い南海都市創造株式会社に承継させた借入金・預
り保証金等89,624百万円について、重畳的債務引受
を行っております。

　
  上記のほか、平成17年４月１日付の会社分割に伴
い南海都市創造株式会社に承継させた借入金・預
り保証金等72,535百万円について、重畳的債務引受
を行っております。 

（損益計算書関係）

第９０期 第９１期

（自 平成18年４月１日 （自 平成19年４月１日

　　至 平成19年３月31日） 　　至 平成20年３月31日）
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※1.                  － ※1.売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下
による簿価切下げ額
                            956百万円 

※2.関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま
れております。
　受取利息　　　　　　　1,240百万円 
  受取配当金            6,091百万円 

※2.関係会社との取引にかかるものが次のとおり含
まれております。
　受取利息　　　　　　　　1,667百万円 
　受取配当金　　　　　　　2,346百万円

※3.                  － ※3.南海本線泉佐野市内連続立体交差化工事に係る
大阪府からの受入額であります。

※4.　関係会社に対する投資損失引当金戻入益989百万円
及び貸倒引当金戻入益158百万円であります。

※4.関係会社に対する投資損失引当金戻入益438百万
円及び貸倒引当金戻入益27百万円であります。

※5.鉄道用地の一部売却益であります。 ※5.左に同じ

※6.　減損損失 
  当事業年度において、以下の資産グループについ
て減損損失を計上いたしました。
　 
（減損損失を認識した主な資産）

※6.
  
                   

　 主な用途 種類 場所 　 　　 　 
　
　 レジャー施設

（１件） 
土地 大阪府泉南郡

岬町 
　 

遊休資産
（３件） 

土地、
構築物等 

大阪市天王寺区他 　 

（減損損失を認識するに至った経緯）
　  地価の著しい下落により投下資金の回収が
　困難と見込まれる資産について帳簿価額を回
　収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
　失として特別損失に計上しております。 

－ 

　 

　 

　（減損損失の金額）
　　　　　　　　　　    　    　百万円
 　　  鉄道事業固定資産        364
 　　  開発関連及び　 　　　　
 　　  付帯事業固定資産　　　  457 

　   

　 　          計                 822
　  鉄道事業固定資産の内訳は土地349百万円、
　構築物他14百万円であります。開発関連及び
　付帯事業固定資産の内訳は土地457百万円であ
　ります。　　
　
（資産のグルーピングの方法） 
　　管理会計上の区分を基礎に、事業毎または物
　件毎に資産のグルーピングを行っております。

   

  （回収可能価額の算定方法） 

　　回収可能価額を正味売却価額により算定して
　いる場合は、不動産鑑定評価基準等に基づき算
　出した金額を使用しております。また、使用価
　値により算定している場合は、将来キャッシ
　ュ・フローを４％で割り引いて算定しておりま
　す。  
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（株主資本等変動計算書関係）
　　第９０期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項 

　
前事業年度末
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

　自己株式 　 　 　 　

　　普通株式 1,665 335 36 1,964

　　合　計 1,665 335 36 1,964

（注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加335千株は、単元未満株式の買取請求に応じたことによる増加であり
　　　  ます。
　　　2.普通株式の自己株式の株式数の減少 36千株は、単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少であり
　　　  ます。

　　第９１期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項 

　
前事業年度末
株式数(千株)

当事業年度
増加株式数(千株)

当事業年度
減少株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

　自己株式 　 　 　 　

　　普通株式 1,964 327 64 2,227

　　合　計 1,964 327 64 2,227

（注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加327千株は、単元未満株式の買取請求に応じたことによる増加であり
　　　  ます。
　　　2.普通株式の自己株式の株式数の減少 64千株は、単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少であり
　　　  ます。

　 

（リース取引関係）

第９０期
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

第９１期
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

 （借主側） 　 （借主側）　　　
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

　　 　　
　 取    得減価償却 期　　末

価    額累 計 額 残　　高
相 当 額相 当 額相 当 額

(百万円)(百万円)(百万円)
鉄道事業
固定資産

230 115 115

開発関連及び付
帯事業固定資産

68 23 44

各事業関連
固定資産

198 87 110

合　計 497 226 271

　 取    得減価償却 期　　末
価    額累 計 額 残　　高
相 当 額相 当 額相 当 額

(百万円)(百万円)(百万円)
鉄道事業
固定資産

465 230 235

開発関連及び付
帯事業固定資産

113 33 79

各事業関連
固定資産

44 11 32

合　計 624 276 347
　
　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。
　 

　
　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。 

②未経過リース料期末残高相当額
　 

１年内 91百万円
１年超 179〃
合　計 271〃

②未経過リース料期末残高相当額
　 

１年内 118百万円
１年超 228〃

合　計 347〃
　　　 　　
　　　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。
　

　　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。　

③支払リース料及び減価償却費相当額　 
　　支払リース料 98百万円
　　減価償却費相当額 98 〃

③支払リース料及び減価償却費相当額　 
　　支払リース料 101百万円
　　減価償却費相当額 101〃
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 ④減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。　 

④減価償却費相当額の算定方法
　左に同じ
　　 

 　 　　 　　　 

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分

第９０期 第９１期

（平成19年３月31日） （平成20年３月31日）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 7,358 9,315 　1,957 7,358 6,155 　△  1,203 

関連会社株式 0 0 0 0 0 0 

合計 7,358 9,315 　1,957 7,358 6,155 　△  1,203 

（税効果会計関係）

第９０期
（平成19年３月31日）

第９１期
（平成20年３月31日）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳は次のとおりであります。

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳は次のとおりであります。

　　 　
　繰延税金資産　　　　　　　　　　　百万円 繰延税金資産　　　　　　　　　　　百万円
　　販売土地及び建物評価損　　 14,121 　繰越欠損金　　　　　　　　 14,111
　　減損損失　　　　　　　　　　8,043 　減損損失　　　　　　　　　　7,949
　　退職給付引当金　　　　　　　6,938 　投資有価証券評価損　　　　　5,893
　　投資評価引当金　　　　　　　4,181 　退職給付引当金　　　　　　　5,668
　　投資有価証券評価損　　　　　3,372 　投資評価引当金　　　　　　　2,042
 　繰越欠損金　　　　　　　　　3,157 　貸倒引当金　　　　　　　　　  727
　　貸倒引当金　　　　　　　　　2,088 　たな卸資産評価損　　　　　　  546
　　賞与引当金　　　　　　　　　  401 　賞与引当金　　　　　　　　　  407
　　投資損失引当金　　　　　       70 　投資損失引当金　　　　　       98
　　その他　　　　　　　　　　    447 　その他　　　　　　　　　　    542　　　    
　繰延税金資産小計             42,822　繰延税金資産小計             37,987
　評価性引当額　　　         △22,487 評価性引当額　　　         △20,290
　繰延税金資産合計             20,335　繰延税金資産合計             17,697
　繰延税金負債 繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金　△2,619 　その他有価証券評価差額金　  △631
　　その他　　　　　　　　　　　△779　　 　その他　　　　　　　　　　　△346　
　繰延税金負債合計　　　　　  △3,398 繰延税金負債合計　　　　　    △978
　繰延税金資産の純額　　　　　 16,936 繰延税金資産の純額　　　　　 16,718
   　
　　　 　

　
上記のほか事業用土地の再評価に係る繰延税金負債
27,872百万円を固定負債の部に計上しております。　

上記のほか事業用土地の再評価に係る繰延税金負債
27,370百万円を固定負債の部に計上しております。

　　 　
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異原因と
なった主要な項目別の内訳 　

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異原因と
なった主要な項目別の内訳 　　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　       　％ 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　       　％
　  法定実効税率　　　　　　　　　　         40.6　  法定実効税率　　　　　　　　　　         40.6

   （調整）
  交際費等永久に損金に  
  算入されない項目                        1.7
  受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目　                 △ 200.7

　　 （調整）
  交際費等永久に損金に  
  算入されない項目                        0.3
  受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目　                 △  15.0

    住民税均等割額                   　　　 3.6  住民税均等割額                          0.8
  　連結納税による影響　　　　　　　　　　 68.3   　評価性引当額の増減                 △  41.3
　　 　評価性引当額の増減                 △  43.6　　 　税効果会計適用後の法人税等の負担率 △  14.6
　  
　　 
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 130.1   　　 　   

　　　  　　    

（１株当たり情報）

第９０期
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

第９１期
（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

　１株当たり純資産額 205円88銭   　１株当たり純資産額 210円75銭   
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　１株当たり当期純利益金額 5円35銭   　１株当たり当期純利益金額 13円46銭   
  
　新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式
　調整後１株当たり当期純利益金額については記載し
　ておりません。

　
  新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式
　調整後１株当たり当期純利益金額については記載し
　ておりません。

　　 　

　　
（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　　　

　 第９０期 第９１期
　 （自　平成18年４月１日 （自　平成19年４月１日
　 　　至　平成19年３月31日） 　　至　平成20年３月31日）

　当期純利益（百万円） 2,806  7,056 

　普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,806 7,056 

　普通株式の期中平均株式数（千株） 524,602 524,301 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 

前へ　 
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独立監査人の監査報告書 

平成19年６月28日 

  南海電気鉄道株式会社 

 取締役会　御中 

  

あ ず さ 監 査 法 人

  

指定社員 公認会計

士 
  山中　俊廣 

業務執行社員

       

指定社員 公認会計

士 
  前田　徹 

業務執行社員

      

指定社員 公認会計

士 
  田中　基博 

業務執行社員

　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」

に掲げられている南海電気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの

連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、南海電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　以　　上  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書 

平成20年６月27日 

  南海電気鉄道株式会社 

 取締役会　御中 

  

あ ず さ 監 査 法 人

  

指定社員 公認会計

士 
  山中　俊廣 

業務執行社員

       

指定社員 公認会計

士 
  前田　徹 

業務執行社員

      

指定社員 公認会計

士 
  田中　基博 

業務執行社員

　

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている南海電気鉄道株式会社の平成19年４月１日から平成20年
３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監
査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場
から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合
理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表
明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、南海電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政
状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
追記情報
　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４．(１)③たな卸資産（会計方針
の変更）に記載のとおり、会社及び連結子会社は当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に
関する会計基準」を適用している。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　　上  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書 

平成19年６月28日 

  南海電気鉄道株式会社 

 取締役会　御中 

  

あ ず さ 監 査 法 人

  

指定社員 公認会計

士 
  山中　俊廣 

業務執行社員

       

指定社員 公認会計

士 
  前田　徹 

業務執行社員

      

指定社員 公認会計

士 
  田中　基博 

業務執行社員

　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている南海電気鉄道株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

での第90期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、南海電気鉄道株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

　以　　上  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財

務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書 

平成20年６月27日 

  南海電気鉄道株式会社 

 取締役会　御中 

  

あ ず さ 監 査 法 人

  

指定社員 公認会計

士 
  山中　俊廣 

業務執行社員

       

指定社員 公認会計

士 
  前田　徹 

業務執行社員

      

指定社員 公認会計

士 
  田中　基博 

業務執行社員

　

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている南海電気鉄道株式会社の平成19年４月１日から平成20年
３月31日までの第91期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ
り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的
な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務
諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため
の合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、南海電気鉄道株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもっ
て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。
追記情報
　「重要な会計方針」の３．たな卸資産の評価基準及び評価方法（会計方針の変更）に記載
のとおり、会社は当事業年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　　上  

上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財

務諸表に添付する形で別途保管しております。
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